
○　主文
一　被告が原告に対し昭和四〇年一一月一七日付でした原告の昭和三八年分の所得
税についての更正及び過少申告加算税賦課決定は、総所得金額一、七四一、〇二八
円を基礎として算出される各税額を超える限度においていずれもこれを取消す。
二　被告が原告に対し右同日付でした原告の昭和三九年分の所得税についての更正
及び過少申告加算税賦課決定（ただし、いずれも昭和四二年八月二二日付審査裁決
により一部取消された後のもの。）は、総所得金額一、九九〇、二七七円を基礎と
して算出される各税額を超える限度においていずれもこれを取消す。
三　原告のその余の請求をいずれも棄却する。
四　訴訟費用はこれを五分し、その一を被告、その余を原告の負担とする。
○　事実
第一　当事者の求める裁判
一　請求の趣旨
１　被告が原告に対し昭和四〇年一一月一七日付でした原告の昭和三七年分ないし
昭和三九年分所得税についての各更正及び各過少申告加算税賦課決定（ただし、昭
和三九年分についてはいずれも昭和四二年八月二二日付審査裁決によつて一部取消
された後のもの。）を取消す。
２　訴訟費用は被告の負担とする。
二　請求の趣旨に対する答弁
１　原告の請求をいずれも棄却する。
２　訴訟費用は原告の負担とする。
第二　原告の請求原因
一　原告は、クリーニング業を営むいわゆる白色申告者であるが、その昭和三七年
分ないし昭和三九年分の所得税について、別表一の各「確定申告」欄記載のとおり
確定申告をしたところ、被告は、右各年分につき同表各「更正」欄記載のとおり更
正及び過少申告加算税賦課決定（以下これらをあわせて「本件処分」という。）を
行ない、原告は、これに対し、同表記載の経緯により、法定の行政不服審査手続を
経由した。
二　しかし、原告の総所得金額は、いずれも確定申告のとおりであり、本件処分
（ただし、昭和三九年分については昭和四二年八月二二日付審査裁決によつて一部
取消された後のもの。以下同じ。）は、原告の所得を過大に認定したものであつて
違法である。
三　本件処分は、また次の理由によつても違法である。
１　本件処分は、原告が荒川民主商工会（以下「荒川民商」といい、民主商工会を
単に「民商」ともいう。）に加入していることを理由に、被告の荒川民商に対する
組織破壊工作の一環としてなされたものであり、憲法二一条、一四条に違反し、ま
た課税目的を実現するためではない不純な動機に基づくものであるから違法であ
る。
すなわち、課税庁当局は、従前は民商と一定の協調関係を保つていたのであるが、
昭和三八年五月ころからは、民商な反税団体であるとして、その存在や活動を嫌悪
するようになり、全国的に民商の組織破壊工作を行なうようになつた。その方法
は、税務署と民商との間で確立していた従前の慣行の一方的破棄や、民商を反税団
体であるとする宣伝等にとどまらず、民商会員に対する強要や利益誘導を伴う脱会
工作、あるいは会員に対する差別的な税務調査や推計による苛酷な更正処分等によ
る挑発やいやがらせまでも行なわれた。この事情は、荒川民商においても同様であ
り、荒川税務署には、昭和四〇年ころには民商専門の係が設けられ、会員に対し民
商脱会の利益誘導や脅迫が行なわれていたのであり、したがつて、原告に対する本
件処分あるいはその前提の調査も、被告の民商弾圧の目的のために、その破壊工作
の一環としてなされたものであつて、憲法の前記法条に違反し、これが違法である
ことは明らかである。
２　確定申告にかかる所得税について更正処分をするについては、客観的な調査結
果に基づく相当の根拠を必要とするものであるところ、本件処分は、調査に基づか
ず、確たる根拠なしに行なわれたものであり、この点においても違法である。
すなわち、更正処分は、確定申告の存在を前提として、その内容が税額の計算にお
いて誤つている場合や税務署長の調査結果と異なつている場合に限つて行なわれる
例外的な確定手続であるから、確定申告を否認し、更正処分をするについては十分
な調査に基づく相応な根拠が必要であることは申告納税制度をとる以上当然であ
る。しかるに、本件処分は、原告の確定申告を否認し、調査に基づかずなんら確た



る根拠もなくなされたものであつて違法である。
３　仮に前記２が認められないとしても、本件処分にあたつて行なわれた被告の調
査は、次に述べる理由により違法であり、したがつてまた本件処分も違法である。
（一）　所得税法二三四条によれば、税務職員は「納税義務ある者」あるいは「納
税義務があると認められる者」に対し、必要がある場合に限り調査することができ
ると規定されているが、原告は、昭和三七年分ないし昭和三九年分（以下「本件係
争年分」という。）の所得税につき、すでに確定申告とそれに基づく税額の納付を
すませていたものであるから、もはや右にいわゆる「納税義務ある者」等には該当
しないのであり、原告について調査をする必要はなかつたのであつて、本件におい
て行なわれた調査は、右規定の要件を充足せず、違法なものといわなければならな
い。
（二）　また、本件の調査にあたつた被告所部の係官（以下「被告係官」とい
う。）は、原告方への臨店調査に際し、質問検査の要件たる身分証明書を携帯しな
かつたのみならず、原告に対し調査の理由をまつたく明らかにしようとせず、ま
た、原告らの許可を得ないで無断で原告の伝票類をメモしたり、あるいは原告の店
舗が改築中あるいはその準備で忙しいときに調査に訪れたりするなど、その調査方
法自体も違法あるいは極めて不当であつた。しかも被告係官は、原告が調査を拒否
していないにもかかわらず（原告方での臨店調査が成功しなかつたとすれば、それ
は右のような被告係官の違法不当な行為が原因である。）、その承諾を得ないで反
面調査を行なつており、この点においてもその調査は違法といわざるをえない。
四　よつて原告は、被告のした本件処分の取消を求める。
第三　請求原因に対する認否及び被告の主張
一　認否
１　請求原因一の事実は認める。
２　同二及び三の本件処分が違法であるとする原告の主張はすべて争う。
二　課税根拠についての被告の主張
１　本件処分に至る経緯と推計の必要性
原告は、いわゆる白色申告者であり、本件係争年分の所得税について、いずれも事
業所得として、別表一の各「確定申告」欄記載の所得金額及び税額の申告をしたも
のであるが、被告は、原告の申告による所得金額がその事業規模に比較していずれ
も著しく低額であり、また原告の申告については相当期間にわたり実額による調査
を行なつていなかつたことから、原告の前記申告にかかる所得金額が適正なものか
どうかを確認する必要があつたため、被告係官によりその調査を行なつた。その結
果、本件係争年分についての原告の前記申告にかかる所得金額が過少であると認め
られたので、被告は、右調査に基づき本件処分を行なつたものである。
そして、原告の本件係争年分の所得金額は、次に述べる調査の経緯により、推計に
より算定することが必要であつた。
すなわち、被告係官は、昭和四〇年八月三日から同年一一月四日までの間数回にわ
たり原告方の臨店調査に赴き、原告に対し、所得の計算に必要な帳簿、記録等の呈
示を求め、あるいは原告に対し質問したのであるが、原告が不在であつた一回を除
き他の場合には、民商会員と称する者があらわれて被告係官の調査を妨害したり、
あるいは原告自身が調査を拒否したりしたことなどにより、結局調査の目的をまつ
たく達することができず、原告自身からは、所得の計算について必要な事実につい
て確かめることができなかつた。
右の事情は、異議申立時における被告係官の調査についてもほぼ同様であり、原告
は、不在や多忙を理由に、被告係官の再三にわたる連絡にも応じないで調査にまつ
たく協力せず、原告自身が提出することを約した収支計算書についても結局提出せ
ず、他の原始記録等の提出を求めても、見当たらないとの理由によりこれを拒絶し
た。なお、審査請求時においても、原告は、帳簿書類等を紛失したとして提出しな
かつた。
以上のように、原告は、被告の調査を拒み、帳簿書類も終始提示することがなかつ
たので、被告としては、やむをえず推計により原告の所得金額を算定せざるをえな
かつたものである。
２　原告の総所得金額の算定根拠（同業者の従事員一人あたりの売上金額による推
計）
（一）　所得率を個人の同業者比率によつた場合
被告が、原告の本件係争年分の所得税について行なつた本件処分において認定した
総所得金額（課税標準）は、別表一の各「更正」欄（ただし、昭和三九年分は裁決



欄記載のとおりであるところ、原告の実際の総所得金額は、以下のとおり、昭和三
七年分は一、七〇一、二五七円、昭和三八年分は二、一二九、〇一五円、昭和三九
年分は二、四五三、七三七円であるから、いずれも右金額の範囲内において原告の
所得金額を認定した本件処分は適法である。
（昭和三七年分）
原告の実際の所得金額の算定は次表のとおりであり、その各項目の計算根拠は
（１）ないし（３）のとおりである。
（１）　売上金額　六、〇一〇、〇〇〇円
原告の納税地を管轄する荒川税務署管内（以下「管内」という。）のクリーニング
業を営む法人のうち、原告と同規模と認められる従事員五人から一五人までの法人
（法人名は、ａｂｃ・・・・・・の記号をもつて示す。）の昭和三七年分に属する
年度について、従事員一人当り平均売上金額を六〇一、〇〇〇円と算定し（その算
定方法は別表二のとおり。）、これに原告の従事員一〇人を乗じて売上金額を六、
〇一〇、〇〇〇円と算定したものである。
なお、原告の従事員数は、原告から東京都クリーニング環境衛生同業組合に申告さ
れた昭和三六年一一月一日現在の従事員数（一〇人）と昭和三七年一一月一日現在
の従事員数（一〇人）を平均したものであり、右従事員数は、原告および原告の妻
を含まない員数である。
（２）　製造原価、売買利益、一般経費及び特別経費控除前所得
管内の青色申告による個人のクリーニング業者のうちから、売上金額一、〇〇〇、
〇〇〇円程度以上の納税者（氏名はａｂｃ・・・・・・の記号をもつて示す。）に
ついて、昭和三七年分の売上金額、製造原価、売買利益、一般経費及び特別経費控
除前所得を算定し、売上金額に対する製造原価、売買利益、一般経費及び特別経費
控除前所得のそれぞれの平均割合を求めると、別表三のとおり製造原価率七・二〇
％、売買利益九二・八〇％、一般経費率三二・二三％、特別経費控除前所得率六
〇・五七％となる。そこで、これらの各平均割合を原告の売上金額六、〇一〇、〇
〇〇円に乗じ、原告につき、
を算定したものである。
（３）　雇人費　一、九三九、〇〇〇円
原告の昭和三六年分確定申告書及び昭和三八年分確定申告の添付書類に雇人費とし
てそれぞれ計上されている額一、六八四、一三五円及び二、一九三、八六五円を合
計し、その平均額一、九三九、〇〇〇円を昭和三七年分の雇人費として認容したも
のである。
（昭和三八年分）
原告の実際の所得金額の算定は次表のとおりであり、その各項目の計算根拠は
（１）ないし（３）のとおりである。
（１）　売上金額　六、八四〇、〇〇〇円
管内のクリーニング業を営む法人のうち、原告と同規模と認められる従事員五人か
ら一五人までの法人（法人名は、アイウ・・・・・・の記号をもつて示す。）につ
いて、その昭和三八年分に属する年度の従事員一人当たり平均売上金額を七二〇、
〇〇〇円と算定し（その算定方法は別表四のとおり。）、これに原告の従事員九・
五人を乗じて売上金額を六、八四〇、〇〇〇円と算定したものである。
なお、原告の従事員数は、
原告から東京都クリーニング環境衛生同業組合に申告された昭和三七年一一月一日
現在の従事員数（一〇人）と昭和三八年一一月一日現在の従事員数（九人）を平均
し九・五人と算定したものである。
（２）　製造原価、売買利益、一般経費及び特別経費控除前所得
管内の青色申告による個人のクリーニング業者のうちから売上金額一、〇〇〇、〇
〇〇円程度以上の納税者（氏名は、あいうえおの記号をもつて示す。）について、
昭和三八年分の売上金額、製造原価、売買利益、一般経費及び特別経費控除前所得
を算定し、売上金額に対する製造原価、売買利益、一般経費及び特別経費控除前所
得のそれぞれの平均割合を求めると、別表五のとおり製造原価率五・七六％、売買
利益率九四・二四％、一般経費率三一・〇四％、特別経費控除前所得率六三・二〇
％となる。
そこで、これらの各平均割合を原告の売上金額六、八四〇、〇〇〇円に乗じ、原告
につき、
を算定したものである。
（３）　雇人費　二、一九三、八六五円



原告の昭和三八年分確定申告書の添付書類に雇人費として計上されている額二、一
九三、八六五円を認容したものである。
（昭和三九年分）
原告の実際の所得金額の算定は次表のとおりであり、その各項目の計算根拠は
（１）ないし（４）のとおりである。
（１）　売上金額　七、四八〇、〇〇〇円
管内のクリーニング業を営む法人のうち原告と同規模と認められる従事員五人から
一五人までの法人（法人名は、イロハ・・・・・・の記号をもつて示す。）につい
てその昭和三九年分に属する年度の従事員一人当り平均売上金額を八八〇、〇〇〇
円と算定し、（その算定方法は別表六のとおり。）、これに、原告の従事員八・五
人を乗じて売上金額を七、四八〇、〇〇〇円と算定したものである。
なお、原告の従事員数は、原告から東京都クリーニング環境衛生同業組合に申告さ
れた昭和三八年一一月一日現在の従事員数（九人）と昭和三九年一一月一日現在の
従事員数（八人）を平均し八・五人と算定したものである。
（２）　製造原価、売買利益、一般経費及び特別経費控除前所得
管内の青色申告による個人のクリーニング業者のうちから売上金額一、〇〇〇、〇
〇〇円程度以上の納税者（氏名は、いろは・・・・・・の記号をもつて示す。）に
ついて、昭和三九年分の売上金額、製造原価、売買利益、一般経費及び特別経費控
除前所得を算定し、売上金額に対する製造原価、売買利益、一般経費及び特別経費
控除前所得のそれぞれの平均割合を求めると、別表七のとおり製造原価率七・八二
％、売買利益率九二・一八％、一般経費率三〇・八四％、特別経費控除前所得率六
一・三四％となる。
そこで、これらの各平均割合を原告の売上金額七、四八〇、〇〇〇円に乗じ、原告
につき、
を算定したものである。
（３）　雇人費　二、〇四八、一九五円
原告の昭和三九年分確定申告の添付書類に雇人費として計上されている額二、〇四
八、一九五円を認容したものである。
（４）　事業専従者控除額　八六、三〇〇円
昭和四〇年法律三三号による改正前の所得税法一一条の二第三項に基づく事業専従
者控除額である。
（二）　所得率を法人の同業者比率によつた場合
前記（一）の推計方法は、売上金額については法人の同業者比率により、所得率
（特別経費控除前所得が売上金額に占める割合、換言すれば製造原価率と一般経費
率の合計を一〇〇％から差しひいたもの。）については個人の同業者比率により、
それぞれ算定したものであるが、本件係争年分の原告の所得率についても、売上金
額の推計に使用した法人の同業者を用いて算出すると、別表八ないし一〇のとお
り、その平均は、昭和三七年分は五八・一八％、昭和三八年分は六〇・七九％、昭
和三九年分は六一・六八％となり、これと前記（一）の個人同業者の所得率とを対
比すれば、次表のとおりとなる。
なお、法人同業者の所得率の算定にあたつては、第一に、前記（一）の個人同業者
の所得率は特別経費控除前の所得率であるから、法人同業者の所得率を求める場合
にも、それと同様に特別経費に相当する損金（本件の場合は給料及び地代家賃）は
控除せずに（すなわち、その分を損金額から減額して）所得率を求める必要があ
り、また第二に、減価償却費の計算については、原告が減価償却の方法につき所定
の届出をしていないので、それは定額法によつて計算されるべきなので（所得税法
施行規則（昭和四〇年三月三一日政令第九六号による改正前のもの。）一二条の一
五）、法人同業者のうちで定率法によつて減価償却費の計算をしているものについ
ては、定額法によつて換算しなおす必要があるので右の二点を考慮したうえで、営
業利益の金額を別表八ないし一〇のとおりとして、所得率を算出した。
以上によれば、右の表で明らかなとおり、両者の所得率にはほとんど差異がなく、
また、右の法人同業者の所得率により原告の所得金額を前記（一）と同様に算出す
ると、次表のとおりとなり、本件係争年分のいずれについても本件処分の認定額を
上まわることになる。したがつて、右各所得率のいずれを用いても、本件処分は結
局適法であるといわなければならない。
（三）　売上金額の推計方法の合理性について
被告が推計に用いた同業者や原告は、いずれも一般の顧客を対象として小規模なク
リーニング業を営んでいるものであるが、このようなクリーニング業にあつては、



その作業工程において、洗濯前の預り、マーク、点検、分類あるいは仕上工程以後
の検査、整理、点検、配達等はすべて人力に頼らざるをえず、またオートメーシヨ
ン化されていない業者にあつては、洗濯、脱水、脱油、乾燥等の工程にも人力が必
要である。さらに、クリーニング業では、その業態からして、外回り受注はもちろ
んのこと、店での預りの場合においても煩雑な受注引渡台帳の記載を余儀なくされ
ているところである。そして、このような作業には、多くの専門的能力ないし技術
を要しないのであるから、その従事員の質によつては、作業量に大きな開差は生じ
ない。
してみれば、一般のクリーニング業の場合、従事員の数によつて自ら日常の作業力
に限界があるものといわなければならず、また、クリーニングの代金は、地域によ
つてほぼ一定しているので、このような作業力の多寡によつて売上金額が左右され
ることはいうまでもないことである。逆に言えば、売上金額の多い店は、それだけ
多くの従事員を要するのである。
以上のとおり、原告のような個人事業者が営むクリーニング業においては、従事員
の作業能力したがつて従事員数が、当該事業の作業量、ひいては売上金額を決定づ
ける重要な要素であることから、原告と同程度の事業規模と認められる法人同業者
一人あたりの売上金額を基準として、原告の本件係争年分の売上金額を推計するこ
とは、合理的であるといわなければならない。
３　同業者の雇人費率による売上金額の推計
被告の採用した前記２の推計方法が正当であることは、また、同業者の平均雇人費
率による推計方法によつても裏づけられる。
すなわち、以下の記述において明らかなように、同業者の平均雇人費率によつて原
告の本件係争年分の売上金額を推計し、これに基づき原告の所得金額を算出しても
昭和三七年分及び昭和三八年分については本件処分による認定額を上回ることは後
記のとおりであるのみならず右の推計により得られた原告の売上金額は、前記２の
推計により得られた売上金額に近似し、両者に大きな差はみられない。したがつ
て、以上の推計方法はいずれも正当なものであり、合理的であるといわなければな
らない。
なお、雇人費率による売上金額の推計が、それ自体合理的であることは、以下の本
件係争年分の同業者の平均雇人費率が、各年分ともいずれも近似していることから
も明らかというべきである。
（昭和三七年分）
昭和三七年分の管内の法人同業者（別表二に同じ。）の売上金額、代表者等の給料
控除後の雇人費の額等は別表一一のとおりであり、また、右控除後の雇人費が売上
金額に占める割合（雇人費率）は同表のとおり平均二八・〇一％と求められる。
そこで、前記２（一）記載の原告の昭和三七年分の雇人費一、九三九、〇〇〇円を
右で得られた二八・〇一％で除すると、原告の同年分の売上金額は、次のとおり
六、九二二、〇〇〇円と算出される。
一、九三九、〇〇〇円二・二八・〇一％＝六、九二二、〇〇〇円
（昭和三八年分）
管内の法人同業者（別表四に同じ。）の昭和三八年分の雇人費等は別表一二のとお
りであり、前同様の雇人費の売上金額に占める割合を求めると、同表のとおり平均
三〇・九三％となる。
そこで、前面様に、原告の昭和三八年分の雇人費二、一九三、八六五円を右で得ら
れた三〇・九三％で除すると、原告の同年分の売上金額は、次のとおり七、〇九
三、〇〇〇円となる。
二、一九三、八六五円÷三〇・九三％＝七、〇九三、〇〇〇円
（昭和三九年分）
管内の法人同業者（別表六に同じ。）の昭和三九年分の雇人費等は別表一三のとお
りであり、前同様の雇人費の売上金額に占める割合を求めると、同表のとおり三
〇・六二％となる。
そこで、前同様に、原告の昭和三九年分の雇人費二、〇四八、一九五円を右で得ら
れた三〇・六二％で除すると、原告の同年分の売上金額は、次のとおり六、六八
九、〇七五円と算出される。
二、〇四八、一九五円÷三〇・六二％＝六、六八九、〇七五円
（原告の本件係争年分の所得金額）
以上によつて得られた売上金額をもとに、原告の本件係争年分の所得金額を前記２
と同様の方法により算出すると、次表のとおりとなる（なお、次表の「特別経費控



除前所得（一）」欄及び「所得金額（一）」欄は、いずれも所得率を前記２（一）
の個人の同業者比率によつた場合を、また「特別経費控除前所得（二）」欄及び
「所得金額（二）」欄は、いずれも所得率を前記２（二）の法人の同業者比率によ
つた場合を、それぞれ示すものである。）。
４　原告自身の水道光熱費による収入金額の推計
被告主張の前記の各推計方法が合理的であり、これによれば本件処分が適法である
ことは、すでに述べたとおりであるが、被告は、さらに予備的主張として、原告が
昭和四二年六月七日被告に対し提出した昭和四一年分（以下「基準年分」とい
う。）の収支明細書（以下単に「本件明細書」という。）に基づく、水道光熱費一
円あたりの収入金額により、原告の本件係争年分の収入金額等を推計する方法を主
張する。
右推計方法によれば、原告の本件係争年分の収入金額あるいは所得金額等は以下の
とおり算出される。
なお、以下において、原告の昭和三八年分及び昭和三九年分の水道光熱費（ガス、
水道、電気料をいう。以下同じ。）は被告の調査に基づく実額であるが、昭和三七
年分については実額が把握できなかつたので、原告が被告に提出した昭和三六年分
の「諸経費内訳」に記載された水道光熱費二〇七、九三五円と、被告が調査により
把握した昭和三八年分の水道光熱費二六五、七三八円（両年分に大きな差異はな
い。）の平均である二三六、八三六円として計算し、また営業に使用された分のみ
を算出するにあたつて原告の水道光熱費から除外すべき家事関連分も、実額による
把握ができなかつたので、本件係争年分における総理府統計局の家計調査総合報告
書あるいは家計調査年報における東京都の全世帯平均の額によることとする。
（昭和三七年分）
原告の所得金額の算定は別表一四のとおりであり、その計算根拠は次の（一）ない
し（七）のとおりである。
（一）　収入金額　五、九七四、二五二円
原告の基準年分の水道光熱費一円あたりの収入金額（これを「Ａ」とする。以下昭
和三八年分及び昭和三九年分も同じ。）に、原告の昭和三七年分の事業専用部分の
水道光熱費（これを「（１）」とする。）を乗じて、次の算式により計算した。
（本件明細書の収入金額）（本件明細書の水道光熱費）
Ａ　＝七、一八二、三五六円÷二五六、三八四円＝二八・〇一円
（原告の本年分の水道光熱費）　（原告の本年分の家事分水道光熱費）
（１）　＝二三六、八三六円－二三、五四六円＝二一三、二九〇円
収入金額＝（１）×Ａ＝二一三、二九〇円×二八・〇一円＝五、九七四、二五二円
（二）　特別経費控除前所得　三、七一九、五六九円
右（一）により計算した収入金額に、原告の基準年分の特別経費控除前所得率（こ
れを「Ｂ」とする。以下昭和一二八年分及び昭和三九年分も同じ。）を乗じて、次
の算式のとおり計算した。
（本件明細書の特別経費控除前所得）（本件明細書の収入金額）
Ｂ　＝四、四七一、九六五円÷七、一八二、三五六円×一〇〇＝六二・二六％
特別経費控除前所得＝五、九七四、二五二円×六二・二六％＝三、七一九、五六九
円
（三）　雇人費　一、九三九、〇〇〇円
前記２（一）の昭和三七年分の（３）の雇人費の金額である。
（四）　支払利子　六二、〇四五円
原告が昭和三七年中に支払つた借入金利子の合計金額である。
（五）　地代　三一、二〇〇円
原告が昭和三七年中に支払つた地代五二、〇〇〇円
に事業専用割合の六〇％に乗じた金額である。
（六）　弁償金　八〇、〇五四円
前記（一）で算出した収入金額に、原告の基準年分の弁償金率（収入金額を占める
弁償金の割合、これを「Ｃ」とする。以下昭和三八年分及び昭和三九年分も同
じ。）を乗じて、次の算式のとおり計算した。
（本件明細書の弁償金）（本件明細書の収入金額）
Ｃ　＝九六、六八〇円÷七、一八二、三五六円×一〇〇＝一・三四％
弁償金＝五、九七四、二五二円×一・三四％＝八〇、〇五四円
（七）　建物減価償却費　二二、六三二円
原告が、被告に対し提出した昭和三六年分の諸経費内訳に記載された減価償却費



（三〇八、七七〇円）に、原告の基準年分の減価償却費に占める建物減価償却費の
割合（これを「Ｄ」とする。）を乗じて、次のとおり算出した。
（本件明細書の建物減価償却費）　（同上）（本件明細書の建物以外の減価償却
費）
Ｄ　＝五四、四三八円÷（五四、四三八円＋六八八、一八七円）×一〇〇＝七・三
三％
建物減価償却費＝三〇八、七七〇円×七・三三％＝二二、六三二円
（昭和三八年分）
原告の所得金額の算定は別表一五のとおりであり、
その計算根拠は次の（一）ないし（七）のとおりである。
（一）　収入金額　六、七三四、三〇四円
原告の基準年分の水道光熱費一円あたりの収入金額（前記のＡ）に、原告の昭和三
八年分の事業専用部分の水道光熱費（これを「（２）」とする。）を乗じて、次の
算式のとおり計算した。
（原告の本年分の水道光熱費）　（原告の本年分の家事分水道光熱費）
（２）　＝二六五、七三八円－二五、三一三円＝二四〇、四二五円
収入金額＝（２）×Ａ＝二四〇、四二五円×二八・〇一円＝六、七三四、三〇四円
（二）　特別経費控除前所得　四、一九二、七七七円
右（一）により算出した収入金額に、原告の基準年分の特別経費控除前所得率（前
記のＢ）を乗じて、次のとおり計算した。
六、七三四、三〇四円×六二・二六％＝四、一九二、七七七円
（三）　雇人費　二、一九三、八六五円
前記２（一）の昭和三八年分の（３）の雇人費の金額である。
（四）　支払利子　一一三、八一三円
原告が昭和三八年中に支払つた借入金利子の合計金額である。
（五）　地代　三一、二〇〇円
昭和三七年分の地代と同様である。
（六）　弁償金　九〇、二三九円
前記（一）の収入金額に、原告の基準年分の弁償金率（前記のＣ）を乗じて、次の
とおり算出した。
六、七三四、三〇四円×一・三四％＝九〇、二三九円
（七）　建物減価償却費　二二、六三二円
昭和三七年分の建物減価償却費と同様である。
（昭和三九年分）
原告の所得金額の算定は別表一六のとおりであり、その計算根拠は次の（一）ない
し（八）のとおりである。
（一）　収入金額　六、九七四、二三七円
原告の基準年分の水道光熱費一円あたりの収入金額（前記のＡ）に、原告の昭和三
九年分の事業専用部分の水道光熱費（これを「（３）」とする。）を乗じて、次の
算式のとおり計算した。
（原告の本年分の水道光熱費）　（原告の本年分の家事分水道光熱費）
（３）　＝二七六、六三三円－二七、六四二円＝二四八、九九一円
収入金額＝（３）×Ａ＝二四八、九九一円×二八・〇一円＝六、九七四、二三七円
（二）　特別経費控除前所得　四、三四二、一五九円
右（一）で算出した収入金額に、原告の基準年分の特別経費控除前所得率（前記の
Ｂ）を乗じて、次のとおり計算した。
六、九七四、二三七円×六二・二六％＝四、三四二、一五九円
（三）　雇人費　二、〇四八、一九五円
前記２（一）の昭和三九年分の（３）の雇人費の金額である。
（四）　支払利子　七〇、一〇一円
原告が昭和三九年中に支払つた借入金利子の合計金額である。
（五）　地代　三一、二〇〇円
昭和三七年分の地代と同様である。
（六）　弁償金　九三、四五四円
前記（一）で算出した収入金額に、原告の基準年分の弁償金率（前記のＣ）を乗じ
て次のとおり計算した。
六、九七四、二三七円×一・三四％＝九三、四五四円
（七）　建物減価償却費　二二、六三二円



昭和三七年分の建物減価償却費と同様である。
（八）　専従者控除　八六、三〇〇円
前記２（一）の昭和三九年分の（４）の事業専従者控除額と同様である。
三　原告主張の違法事由についての被告の主張
１　請求原因三１について
原告は、本件処分あるいはその前提たる調査は民商弾圧目的で行なわれたと主張す
る。
しかし、被告が原告に対し調査を行ない、本件処分をした理由は、前記二１のとお
り、原告の申告がその事業規模に比し低額であり、しかも原告の申告については長
期間調査をしていなかつたことによるものであり、原告が民商会員であることを理
由として、これを行なつたものではない。したがつて、本件処分が民商を弾圧する
目的でなされたということはなく、原告の主張は失当である。
２　請求原因三２について
原告は、本件処分は調査に基づかないでなされたものであると主張する。
しかし、被告は、前記二１のとおり原告に対する調査を行なつたほか、右の調査に
よつては原告の拒否のため実額の把握が不可能であつたので、本件処分をするにあ
たつて、やむなく原告の取引先の金融機関や経費の支出先の調査をしたほか、原告
の同業者の実態などの資料を収集し、それらの結果に基づいて原告の所得金額を推
計し、本件処分を行なつたのである。
ところで、国税通則法二四条にいう調査とは、納税者方への臨店調査のみを意味す
るものではなく、課税標準等または税額等を認定するに至る一連の判断過程の一切
を意味し、課税庁の証拠資料の収集、証拠の評価あるいは経験則を通じての要件事
実の認定、租税法その他の法令の解釈適用を経て、更正処分に至るまでの思考判断
を含むきわめて包括的な概念である。そして、かかる調査の方法、
時期など具体的な手続規定は全く設けられていないから、その手続面に関しては課
税庁に広汎な裁量権が認められているものと解されるのである。
したがつて、本件処分をなすにあたつて、被告が調査を行なつていることは明らか
であつて、本件更正処分が調査に基づかないものであるとの原告の主張は理由がな
く、失当である。
第四　被告主張の課税根拠についての原告の反論
一　推計の必要性について
被告は、原告の調査拒否により原告の所得についての実額が把握できなかつたた
め、本件処分は推計によつたと主張する。
しかし、原告の請求原因三３（二）で述べたように、被告係官の原告に対する調査
は、極めて違法不当なものであつたから、原告はその非を正したにすぎず、仮に被
告係官が不当な行為をせず、また調査理由の開示に素直に応じ、あるいは原告が多
忙の時期の調査を避けるなどしていれば、原告はその質問検査に応ずることになん
らやぶさかでなかつたのである。したがつて、原告は、被告の調査を拒否していた
ものではないから、原告に対する違法不当な質問検査によつて調査の目的を達する
ことができなかつたからといつて推計による課税処分が許容されることにならない
のは当然である。
以上を要するに、本件処分は、推計の必要性の要件を欠くのにこれによりなされた
ものであつて、この点においてすでに違法といわなければならない。
二　課税処分取消訴訟の訴訟物について
本件訴訟のような課税処分取消訴訟の審判の対象（訴訟物）は、他の行政処分取消
訴訟と同様に、処分時における当該課税処分の違法性であると解すべきであるか
ら、被告は本件処分それ自体の課税要件事実を本訴において確定的な形で主張立証
すべきである。すなわち、更正処分の際の所得計算の方法によつて特定された課税
処分と税額は、それ自体訴訟物とみるべきであつて、少なくとも課税処分の際のも
のと計算類型を異にする課税根拠の主張は、これとは別の訴訟物であると解さなけ
ればならない。そうでなければ、異議申立、審査請求等の行政不服審査手続におい
て、原処分の争点を明らかにして税務署長の違法な処分を是正することの実効性は
失われ、法が行政不服審査手続をまず経由することを求めている趣旨を没却するこ
とになるからである。したがつて、原処分と異なる課税根拠により、原処分を上ま
わる所得金額を主張することは、
訴訟においても許されないというべきである。
しかるに、本訴において、被告は、原処分たる本件処分それ自体の課税根拠をなん
ら主張立証せず、これとは異なる推計による課税根拠をあらたに主張しているもの



にすぎないことは明らかであるから、帰するところ本件処分は、その適法性につい
て主張立証されていないことになり、取消を免れないといわなければならない。
三　被告主張の推計方法一般の合理性について
課税処分における推計が合理的であるとされるためには、当該推計が、具体的な事
案に即して最も適正であり、実額と合致する蓋然性が最も高いとの確信が得られる
べき方法と事実に基づくことを要するのは、いうまでもないことである。
一般に、推計の方式それ自体は、いく通りもの方法が存在し、その方式の組合せや
基礎事実の選択の仕方によつて、実に多様な推計結果が得られるのであるが、その
中で合理的な推計とされるものは、最も実額に近いと客観的に認められるもの唯一
つでしかありえない。そうだとすれば、被告において主張すべき推計方法とその結
果は、一つに限られるべきであつて、いたずらに原処分と異なる推計方法により原
処分の認定額を上回る額の推計結果を主張したり、さらに新たな推計方法による水
増しの金額を主張したりすることは許されないところといわなければならない。
しかるに、被告は、本訴において三通りの推計方法（しかも前二者については、所
得率の同業者比率を個人同業者によるか法人同業者によるかによつて、それぞれさ
らに二通りの結果が得られる。）を主張し、これと原処分時あるいは審査裁決時に
用いられた推計をあわせれば、実に七通りもの方法が本件処分にあたつて主張され
たことになるのである。そして以上によれば被告が、このように多様な推計方法に
より、それぞれ相違する数額を主張せざるをえないこと自体、被告主張の推計がい
ずれも合理性を欠いていることを物語つているものというべきである。
四　同業者の従事員一人あたりの売上金額による推計の合理性について
１　クリーニング業においては、各業者の立地条件、得意先（値引の有無）、取扱
う品物、店構え、機械設備等とともに、従事員についても、その年令、性別あるい
は外交員と作業従事員の割合等の条件はそれぞれ異なり、他の業種とは違つて、単
に同業ということだけで、
従事員数を比較してその売上金額を算出することはできないというべきである。
すなわち、従事員数を事業規模と結びつけるのは、被告独自の発想であつて、原告
のようなクリーニング業者の場合、アルバイトなど短期間雇用の者が多く、かつ従
事員の出入りが激しい雇用状態では、従事員の数が事業規模、したがつて売上金額
に比例しないのが、むしろ通常なのである。このことは、被告の主張するいくつか
の同業者の従事員数と売上金額を比較してみても、両者には相関関係がなく、必ず
しも従事員が多ければ売上もそれに比例して増加するものでないことからも明らか
である。
さらに、原告は、立地条件があまりよくないうえに、昭和三八年当時は、同業者の
安売り競争にまきこまれ売上げが伸びなかつた時期が続いたことや、大口取引を期
待して国鉄共済組合関係と継続取引した際に値引きにより経費倒れになつたことな
どの特殊事情があり、その経営は極めて苦しかつたものであるから、同業者の従事
員数との比較による売上金額の推計が合理的でないことは、この点からも明らかで
ある。
２　被告は、原告の事業所得を推計するにあたつて、売上金額及び所得率につい
て、別表二ないし一〇のとおりの法人または個人同業者の比率によることを主張し
ているが、右の同業者は、単にａｂｃ等の符号で表示されているにとどまり、その
所在や氏名についてはなんら明らかにされていない。
しかし、そもそも推計方法が合理的であるとするためには、当該事業者の所得を算
定する基礎として用いる類似同業者の選択が合理的になされていることが不可欠の
前提であるから、その同業者の実在性データの正確性はもとより、その営業規模、
営業内容、立地条件等、所得に影響を及ぼす諸条件を当該事業者のそれと比較し
て、両者の類似性が明確に立証された後でなければ、これを推計の基礎とすること
はできないものといわねばならないのであるが、本件において、右のように同業者
の住所、氏名など一切が明らかにされない以上、被告主張の同業者の存在並びにそ
の営業規模、内容、立地条件等が原告のそれと類似するかどうかについては、原告
において被告の主張立証に対して有効な反証を提出することが実質的に不可能か、
少なくともこれを行なうにつき著しい困難をきたすことは明らかである。
そうであるならば、被告が、同業者を符号で示し、その氏名等を一切明らかにしな
いまま、これを推計の資料として用いることを主張立証することは、当事者衡平の
見地からも、また訴訟上の信義則からも許されないものといわなければならない。
のみならず、被告主張の法人同業者が現に実在すること、あるいはその従事員数等
の正確性について、原告が東京都クリーニング環境衛生同業組合において調査した



ところによれば、被告の主張に該当するような同業者の多くは実在していないもの
であることが判明した。したがつて、この点においても被告主張の推計方法は、そ
の前提たる資料の実在性及び正確性に欠けるものであつて、到底合理的であるとい
うことはできない。
なお、原告の属する荒川区内では、クリーニング業者のほとんどが前記の同業組合
に加盟しており、これに属しないいわゆるアウトサイダーは極めて少なく、また、
同業組合に届出る各業者の従事員数も、組合費算定の基礎となるものとして組合幹
事のチエツクを受けているから、その正確性は担保されており、その他各業者の営
業の実態なども右同業組合において正確に把握されているものであるから、原告の
調査結果は、被告の把握したものよりもはるかに正確なものであり、同業者の実態
を反映しているものということができるのである。
３　被告は、原告の売上金額については推計により算出をしているのに、経費のう
ち大きな割合を占める雇人費は、原告の確定申告の際の添付書類に計上されている
実額（ただし、昭和三七年分は、昭和三六年分と昭和三八年分の平均額である。）
によるべきであると主張する。
しかしながら、売上と経費は、所得金額の算定上、不可分一体のものであるから、
それぞれの金額を算出するにあたつて、まつたく別個の事実を基礎とすることは許
されないというべきである。すなわち本件に即していえば、被告は、原告の提出し
た資料（確定申告の添付書類）の記載のうち、売上金額についてはこれをまつたく
無視し、雇人費のみをこれから拾い出すことにより、同一の証拠を適当に分断して
しまつているのであり、その結果、原告が確定申告に際して計上した雇人費の基礎
となる従事員数は、被告が売上金額の推計に用いた原告の従事員数に比較し、本件
係争年分のいずれにおいても過少であることになり、そのため被告主張の従事員数
が正しいとすれば、原告の雇人費は従事員数に照らし極端に低額であるということ
になつて、原告らクリーニング業の経営の実態をまつたく反映しないことになるの
である。要するに、被告主張の従事員数を基礎とすれば、原告の雇人費はもつと多
額になるはずであり、逆に原告の確定申告における雇人費を基礎とすれば、従事員
数、したがつてまた売上金額は、被告主張よりも少なくなるはずであるから、結局
いずれにしても被告主張の課税根拠を正当とする余地はない。
４　原告は、本件係争年分当時においては法人組織となつていなかつたものである
にもかかわらず、披告は、原告の売上金額を推計するについて法人の同業者の比率
を用いているが、その点はともかく、被告の推計は、第一次的には、売上金額につ
いては右のように法人同業者の比率によるのに対し、所得率についてはまつたく別
の個人同業者の比率によつているものであり、首尾一貫しないものといわなければ
ならない。これは推計による原告の所得を水増しするための便宜的な操作であると
解せられ、そのような推計方法に合理性がないことは明白である。
なお、所得率についていえば、所得率は従事員の数によつても影響をうけ、従事員
数が増えれば一般経費も増加するのであり、また個人と法人によつても大きな差異
が生ずることは当然である。また同業者についても、被告の管内に原告と同規模の
個人同業者が存在しないということはないのであるから、いずれにしても、被告主
張の推計方法が、恣意的であるとすることにかわりない。
５　被告は、原告の売上金額を推計するにあたつて、各年分ごとに、各法人同業者
の売上金額を合計し、これを右同業者全部の従事員数で除して、従事員一人あたり
の平均売上金額を算出しているが、このような方法が適切でないことはいうまでも
ないところであり、同業者のうち最も低いものを採用するか、そうでなければ各同
業者ごとに従事員一人あたりの売上金額を算出し、その合計を同業者数で除して全
体の平均値を求めるべきである。
また、大規模な法人組織の業者は別として、従事員一〇名程度の業者においては、
その売上は従事員の労働のみによつて生まれるものではありえないのであつて、事
業主やその家族の労働をも考慮に入れなければならないことは当然である。したが
つて、仮に被告主張の推計を用いるとしても、同業者の従事員一人あたりの売上金
額を算出するについては、各同業者の従事員数は、別表二、四、六のとおりではな
く、これに事業者とその妻の各二名を加えた数によるべきであり、これにより求め
た一人あたりの平均売上金額から原告の売上金額を算出すると、原告の従事員数に
も被告主張の数に事業主である原告自身（あるいはさらにその妻）を加えたとして
も、被告主張の金額が過大であることは計算上明らかである。なお、ちなみに以上
の方法（ただし、原告の従事員数に原告自身を含めるが、妻は含めない場合）によ
り原告が試算すれば、原告の本件係争年分の売上金額は次のとおりである。



昭和三七年分　五、一四八、七二六円
昭和三八年分　五、八八六、二六九円
昭和三九年分　六、三六五、一二四円
したがつて以上の点においても、いずれにしても被告主張の推計方法が合理的であ
るとはいえないことが明らかである。
五　同業者の雇人費率による売上金額の推計の合理性について
被告は、同業者の平均雇人費率により原告の売上金額を推計する方法をも主張する
が、右の推計方法についても、原告が従事員一人あたりの売上金額による推計の合
理性について前記四２で述べた非難がそのまま該当するほか、同じく四１で述べた
事情に照らしても、これが合理的な推計方法といえないことは当然であり、被告の
主張は、同業者の雇人費等について、自己に都合よく操作した数値に基づくものと
いうほかない。
また、昭和三七年分及び昭和三八年分についていえば、被告主張の同業者の平均雇
人費率の算出基礎となつた雇人費には、各事業主の妻に支払われた給料を控除して
いるが、右各年分中において原告の妻は家事に専念していたのであり、原告の事業
専従者から除外されているものであるから、右のような控除をすべき理由はないこ
とになる。したがつて、この点においても、被告主張の右推計方法は合理的とはい
えないことになる。
もつとも、被告主張の雇人費率による推計を前提としても、原告の昭和三九年分の
売上金額は、被告の第一次的な主張（従事員一人あたりの売上金額による推計）を
約八〇〇、〇〇〇円下まわることになり、これにより原告の所得金額を算出する
と、本件処分の認定額（審査裁決により一部取消された後のもの。）をはるかに下
まわることになるのであるから、以上のように被告の主張がすでに破綻しているこ
と自体から、本件における被告主張の推計方法は合理性を欠くものであり、また本
件処分が不当違法なものであることが明らかというべきである。
六　水道光熱費による収入金額の推計の合理性について
被告は、原告の基準年分（昭和四一年分）の水道光熱費と収入金額の比率をもと
に、本件係争年分の収入金額を推計することを主張するが、右推計方法を用いる
と、原告の所得金額は、昭和三八年分及び昭和三九年分については、本件処分の認
定額を下まわることが被告の主張自体から明らかである。そして、このように、推
計の計算の基礎となるべき事実が欠陥を有し、不適当であつて、それにより推計し
た所得金額が更正処分の認定額をも下まわることが明らかなときは、当該推計方法
自体が合理性がなく違法であるから、更正処分の全部について取消されなければな
らないと解され、本件処分もその全部について取消を免れないものというべきであ
る。
また、被告は、原告の昭和三七年分の水道光熱費について、原告が被告に提出した
昭和三六年分の「諸経費内訳」の記載を資料として用いたと主張するところ、原告
はそのような書面を被告に提出した覚えはないのであるが、それはともかく、被告
が右の推計にあたつて基準年とした昭和四一年は、原告において従前のボイラーの
使用をやめ重油を燃料とするボイラーを設備した年にあたるから、本件係争年分と
は業態を異にしていることになり、被告主張の水道光熱費の比較による収入金額の
推計方法は、この点においても合理的でないといわざるをえない。
なお、右の推計に基づく被告の課税根拠の主張のうち経費に関し、本件係争年分に
おいて被告主張のとおりの借入金利子の支払があつた事実は認める。
第五　原告の反論に対する被告の再反論
一　原告の反論二について
原告は、原処分たる本件処分と異なる計算類型による課税根拠を被告が訴訟上主張
することは許されないと主張する。
しかし、課税処分取消の訴において、直接審判の対象となるものは、当該課税処分
の適否であつて実際の課税標準等または正当な課税等の数額が直接審査の対象とな
つているものではない。そして、課税処分は客観的、抽象的にはすでに成立してい
る租税債務を確認しそれを具体的に確定させるための一つの方法にすぎず、かつ、
これまでの税法は青色申告を更正する場合における帳簿書類の調査、理由の付記な
どのほかには、課税庁が課税標準等を認定し課税処分を行なうに際しての手続的な
規制は設けていないから、課税庁の認定、計算した課税標準等または税額等が税法
に違反しているかどうかは、青色申告の更正以外では、専らそれが実際の課税標準
等または正当な税額等を超えているかどうかによつて決定されるものであつて、そ
の認定根拠は単なる攻撃防禦方法にすぎないとされている。



また、所得税の更正処分は、ある特定の個人の、ある特定の年分の所得税の課税標
準等または税額等という単一の事実をその対象とする処分であり、その理由ごとに
処分の個数（同一性）を異にする性質のものではない。そして、課税処分がその内
容（実体）において違法とされ取消される原因となるのは、課税庁が認定、計算し
た課税標準等または税額等の数額（結論）が実際の課税標準額等または正当な税額
等を超えていること以外にはないから、課税処分がその内容において適法であるこ
とについては、課税庁は、自己の認定、計算した課税標準等または税額等が実際の
課税標準等または正当な税額等を超えていないことを主張立証すれば足り、時機に
遅れた攻撃坊禦方法その他の法律上の要請に反しないかぎり、実際の課税標準等、
または正当な税額等がいくらかであるかについての主張を変更することも許されて
しかるべきである。そして、実際の課税標準等、または正当な税額等は本来課税処
分よりも前にすでに一義的に決まつている建前のものであり、これを処分時で判断
してもそれ以後の時点において判断してもその判断が異なりうる性質のものではな
いから、課税処分取消の訴における違法性の判断の基準時を、いつとみるかによつ
て右の結論が異なるはずはない。
したがつて、原告のような白色申告を更正した本件処分について、被告が、処分そ
れ自体の課税標準額とその課税根拠を具体的に主張立証すべき必要はないのであ
り、このことは最高裁判所昭和四二年九月一二日判決（最高裁判所裁判集民事八八
号三八七頁）等に照らしても明らかというべきである。
二　原告の反論三について
原告は、所得金額について原処分の認定額を上まわる額を被告が主張することは許
されないと主張するが、右主張が失当であることは、被告が前記一で述べたところ
から明らかである。
また、原告は、被告がいく通りもの推計方法によりそれぞれ異なる金額を主張する
こと自体、それらの推計方法の合理性の欠如を物語るものであると主張するが、こ
の主張も以下のとおり失当といわなければならない。
すなわち、そもそも推計課税は、課税庁が、所得金額を常に実額によつて算定して
課税しなければならないとすると、帳簿書類の備え付けがなく、あるいは納税義務
者が課税のための調査に応じないことにより、実額による所得金額が計算できない
場合には、課税をなしえないことになつて甚だしく不合理であり、またその結果課
税の公平が期しがたくなることから認められたものである。したがつて、所得金額
を推計する方法は、それが、所得金額を実額で計算することができない場合の代替
的、補充的計算方法であることからして、おのずからそれに絶対的確実性ないし合
理性を求めることは不可能であるといわなければならないのである。
してみれば、課税庁が、課税資料が収集可能であるにもかかわらず、これを収集せ
ず、また、他に真実の所得金額と合致する蓋然性の高い推計方法が存在するにもか
かわらず、これを採用しないなど、故意に真実に近い所得金額を算定することをし
ないような場合は格別、本件のごとく原告が調査に協力しないために、直接的な課
税資料が得られないような場合に、被告が把握しえた資料をもととして、原告の所
得の実額に近似する金額を算定すべく、各種の推計を行ない、その結果いく通りも
の金額を主張することになつても、それらの推計方法に明白な不合理性が認められ
ない以上、なんら非難されるいわれはないのである。
いわんや、被告が、本件において推計によつて主張する原告の収入金額等は、いず
れの推計方法によつて算定した数値もおおむね近似しているものであるから、その
推計方法には、いずれも合理性があるということができるのである。
三　原告の反論四について
１　原告は、クリーニング業においては従事員の数と売上金額は比例しないのが通
常であると主張する（原告の反論四１）。
しかし、従事員数が売上金額を決定づける重要な要素であることは、課税根拠につ
いての被告の主張においてすでに述べたとおりであり、クリーニング業における日
常の営業は、洗濯機等の設備能力に基づき、外交活動と作業工程が有機的に組合わ
されて行なわれ、従事人員の労働力が中心となるのであつて、その営業活動したが
つて売上が従事人員の総稼働時間数によつて制約されることは当然である。そし
て、このことは、別表一一ないし一三に示すように、法人同業者の売上金額合計額
に対する代表者等の給料控除後の雇人費合計額の割合が、本件係争年分においてい
ずれも三〇％前後の一定割合を占めていることからもいえるのであつて、以上によ
れば、従事員数と売上金額に比例関係がないとする原告の主張は失当であるという
ほかない。



２　原告は、被告主張の別表二ないし一〇の同業者について、その住所氏名を明ら
かにしないことは信義則に反し許されず、またその多くは実際には存在しないもの
であると主張する（原告の反論四２）。
しかし、被告ら税務署職員等は、国家公務員法一〇〇条一項、所得税法二三四条等
により、自己が職務上知りえた秘密をもらしてはならない法律上の義務を課せられ
ており、同業者の住所氏名を明らかにすることにより、その年間売上金額、必要経
費その他の営業上の秘密に属する事項を開示し、これによつて他の同業者に事業の
規模、営業方針を知らせるようなことは許されないのである。したがつて、以上の
ような法律上の制約のため、被告が、原告に対する課税根拠の主張立証において、
同業者の住所氏名を明らかにしないまま、当該同業者の申告内容を資料に用いて、
裁判所の合理的な心証を得るための訴訟活動を行なうことは、もとより訴訟法上認
められるのであり、また原告がこれに対し反証を提出することも十分可能であるか
ら、これが信義則に反するということもできないというべきである。
また、被告主張の法人の同業者は、被告の管内のクリーニング業を営む全法人に対
し、その法人税歴表、法人の事業概況説明書等によつて綿密な検討を加え、対象と
なつた法人の真実の従事員数（代表者及びその妻並びに営業に従事していない監査
役等を除く。）を把握したのであつて、同業法人の範囲及び実際の従事員数の正確
度は極めて高いものである。これに対し、原告が調査した東京都クリーニング環境
衛生同業組合には、都内の全クリーニング業者が加盟しているわけではなく（なお
被告主張の同業法人のうち、別表四のキ、別表六のホ、チの法人はいずれもいわゆ
るアウトサイダーである。）、また右同業組合においては、その加盟業者の法人格
の有無についての厳密な把握が必ずしも十分ではなく、また各加盟業者の従事員数
も、組合費算定の基礎となるものであるから実際より過少に申告されやすく、しか
も申告された従事員数と実際の従事員数とが一致しているか否かの確認は行なわれ
ていないから、いずれにしても原告の調査内容は正確なものとはいえないことが明
らかである。
したがつて、原告の調査したところと、被告主張の同業者の実態が一致しないとし
ても、それは原告の調査が不正確であるためなのであつて、被告の主張が事実に基
づかないものであるとすることはできない。
いずれにしても、原告の主張は失当といわなければならない。
３　原告は、被告が売上金額の推計に用いた原告の従事員数と、認容した雇人費の
基礎となる従事員数とに齟齬があり、売上金額と雇人費の認定に矛盾があると主張
する（原告の反論四３）。
しかし、まず従事員数についていえば、原告が確定申告に添付して被告に提出した
書類（被告はその記載に基づき雇人費を認容したものである。）に記載された従事
員数は、原告の所得金額の増加をもたらす収入金額とともに、原告の事業規模を示
すものとして、これを過少に記載したものであり、原告が東京都クリーニング環境
衛生同業組合に届出た被告主張の従事員数の方が実際のものであると解される。他
方、雇人費については、原告は、その申告の添付書類に実額を記載したと解される
が、その理由は次のとおりである。
すなわち、昭和三八年分及び昭和三九年分について原告の申告にかかる雇人費か
ら、被告主張の原告の従事員数により、従事員一人あたりの平均月間雇人費を計算
し、これと労働省発行の「毎月勤労統計調査総合報告書」を基礎として算出した右
各年分における「洗たく、理容、浴場業」の従事員一人あたりの平均月間給与額、
あるいは別表一一ないし一三の記載をもとに計算される法人同業者の従事員一人あ
たりの平均月間雇人費（ただし、雇人費は代表者等の給料控除後のものに限る。）
を比較すると、原告に関する数値は、後二者をやや上まわるか、あるいは近似して
いるということができ、したがつて、このことから原告の申告した雇人費は実額で
あると解することができるのである。なお、ちなみに、原告の申告の際の添付書類
に記載してあつた従事員数から、前同様に従事員一人あたりの平均月間雇人費を計
算すると、前記の各計算結果による月間雇人費等に比べ、異常に高額となり、原告
の申告にかかる従事員数が過少であることは、この点からも明らかになるのであ
る。
以上のとおり、本件係争年分におけるクリーニング業従事員の月間給与額の実態か
らみて、被告主張の原告の従事員数と雇人費との関係においてなんらの矛盾はない
というべきであり、原告の非難は失当というほかない。
４　原告は、被告が、売上金額については法人同業者の比率によりながら、所得率
については個人同業者の比率を用いた点を首尾一貫せず合理的でないなどと主張す



る（原告の反論四４）。
しかし、被告が、原告の売上金額の推計にあたつて法人同業者の比率によつたの
は、本件係争年分における原告の営業規模は、その従事員数からして他に比較し著
しく大きく、同業者中のトツプクラスに属しており、被告の管内には原告と事業規
模が同程度であると認められ、かつ、青色申告をしている個人事業者がいなかつた
ため、被告としてはやむをえず原告と同規模の法人同業者に比準を求めたことによ
るものである。また所得率について、第二次的には個人同業者の比率によつたの
は、所得率は、従事員の数にほとんど影響を受けないと解されるところ、原告は個
人事業者であるので、法人より個人のものによつた方が、より原告の実態を反映し
正確であると解されるからである（なお、所得率について法人同業者の比率を採用
しても、本件処分が適法であるとする結論に影響しないことは前記のとおりであ
る。）。
したがつて、被告が以上のような同業者比率を採用したことには、それぞれ十分な
根拠と合理性があるのであつて、原告が主張するように原告の所得を水増しするた
めの便宜的な操作を行なつたものでは決してないのである。
四　原告の反論五について
原告は、被告がその雇人費率による推計において、昭和一二七年分及び昭和三八年
分につき法人代表者の妻に支給された雇人費を控除して計算しているが、これらの
年度においては、原告の妻は専従者ではなく、事業従事員から除外されているの
で、これを控除すべき理由はない旨主張する。
しかし、次に述べるとおり、原告の妻は当該各年分においても原告の事業に従事し
ていたことが明らかであるから、原告の右主張は失当である。
１　原告は、昭和四〇年三月一日から株式会社東亜ドライクリーニング商会として
法人組織で営業するようになつたのであるが、その直後から原告の妻は右法人の役
員としてその事業に従事している事実があり、この事実によつても、原告の妻が個
人事業の当時実際に事業に従事していなかつたとの主張が失当なものであること
は、原告の妻が、法人組織になつたからといつて突然に事業に従事しなければなら
なくなつたものではないことからも明らかである。
２　また、原告の妻は、昭和三七年分及び昭和三八年分の確定申告書では、配偶者
控除の対象とされているが、これは同人が事業に従事していなかつたからではな
く、配偶者控除額と事業専従者控除額とに開差があり、配偶者控除を選択した方が
原告にとつて有利であつたからである。
したがつて、原告の妻が、当該各年分において事業専従者控除を選択しなかつたか
らといつて、事業に従事していなかつたことにはならないのである。
３　さらに、昭和四〇年八月三日に被告係官が原告の店舗に調査に臨店した際、原
告の妻は来店した顧客の応接をしていた事実が認められ、この事実によれば、同人
は、店番として顧客の応接をすることが職務であつたことが認められるのである。
五　原告の反論六について
１　原告は、被告の予備的な謝税根拠の主張（水道光熱費による推計）について、
推計による所得金額が、原処分を下まわる場合には、その推計方法自体に合理性が
ないから、更正処分の全部が取消を免れないと主張するが、推計の基礎資料に欠陥
がなく、推計方法が合理的であるならば、たとえその結果が原処分の認定額を一部
下まわることがあつたとしても、原処分の全部が違法になるものでないことは当然
である。
２　なお、念のため付言するに被告が予備的に主張する水道光熱費による所得金額
の推計方法は、昭和四一年分の原告の収入金額及び水道光熱費を用いて二年ないし
五年前の本件係争年分の所得金額を推計するものであるから、厳密にいえば、その
間の物価変動を考慮する必要があるが、次に述べるとおり、その間水道光熱費の価
額にはほとんど変動がなく、洗濯料金については若干の変動があつたものの、問題
にするに足るほど著しいものではなく、仮にその変動を考慮に入れて所得金額を算
出しても、その所得金額と被告主張の所得金額との差は極めてわずかであり、これ
を無視しても、少なくとも原告の不利になることはなく、被告が予備的に主張する
右課税根拠の結論に影響がないというべきである。
（一）　洗濯料金
（１）　東京商工会議所の「サービス料金動向」により、昭和三七年から昭和四一
年の間における洗濯料金の変動についてみると、
（イ）　まず、右「サービス料金動向」の調査品目であるワイシヤツ、背広上衣、
ズボンの洗濯料金及び昭和四一年を一〇〇とした同料金の各年の指数は、次表のと



おりである。
（ロ）　次に、右各品目の料金指数に、各品目の取扱割合を乗じて各年分の平均指
数を算定すると次表のとおりとなる。
（注）右表の平均指数の計算は、別表一七のとおりである。
右平均指数により基準年分である昭和四一年分と本件係争年分との料金の変動状況
をみると、昭和三七年分は七・三パーセント下まわつているが、他の年分はいずれ
も上まわつており、かつ、その開差は僅少である。
（２）　右（１）の（ロ）の平均指数からみて、原告にとつて不利になると思われ
る昭和三七年分について、原告の同年分の収入金額（別表一四参照）に右指数の
〇・九二七を乗じたうえで、原告の同年分の所得金額を前記第三の二４と同じ方法
で試算すると、次のとおり本件処分の認定額を上まわるから、結局のところ結論に
は影響しない。
収入金額（昭和三七年分）
（別表一四の収入金額）　（昭和３７年分の平均指数）
五、九七四、二五二円×〇・九二七＝五、五三八、一三一円
特別経費控除前所得（同前）
（特別経費控除前所得率）
五、五三八、一三一円×六二・二六％＝三、四四八、〇四〇円
所得金額（同前）
（雇人費）　（支払利子）　（地代）　（弁償金）（建物減価償却費）
三、四四八、〇四〇円－（一、九三九、〇〇〇円＋六二、〇四五円＋三一、二〇〇
円＋七四、二一〇円＋二二、六三二円）＝一、三一八、九五三円
（注）弁償金
（弁償金率）
五、五三八、一三一円×一・三四％＝七四、二一〇円
（二）　水道光熱費
「サービス料金動向」により、昭和三七年から昭和四一年の間における水道光熱費
の変動についてみると、その調査品目である水道、電気、ガスの各料金及び昭和四
一年を一〇〇とした右各料金の指数は次表のとおりである。
（２）　右（１）の表の「（２）」の料金等の指数によれば、水道料金について
は、全く変動がなく、電気及びガスの料金については、基準年分てある昭和四一年
分に比しわずかに上まわることになる。
第六　証拠（省略）
○　理由
一　請求原因一の事実（本件処分の経緯）については当事者間に争いがない。
二　本件処分の認定した原告の総所得金額の適否
原告は、本件処分において認定された原告の本件係争年分の総所得金額は、いずれ
も過大であると主張するので、まずこの点から判断するに、被告は、
原告の本件係争年分の収入金額（売上金額）等につき推計により算出した旨主張す
る。
そこで、被告主張の推計と、その認定額の当否について検討することとする。
１　推計の必要性について
所得に対する課税は、およそ可能な限り実額によるべきものであつて、推計による
課税は、納税者が信頼できる帳簿、記録等を備えておらず、あるいは課税庁の調査
に対して非協力的な態度をとるなどのため、課税庁において実額の把握が困難であ
る場合にはじめて許されるものであると解するのが相当である。
これを本件についてみると、証人Ａ（第一回）、向Ｂ（第一回）、同Ｃ、同Ｄの各
証言及び原告本人尋問の結果（第一、二回。ただし証人Ｃの証言及び原告本人尋問
の結果のうち後記採用しない部分を除く。）によれば次の事実を認めることができ
る。
（一）　被告係官Ａは、原告の本件係争年分の所得税調査のため昭和四〇年八月上
旬ころ原告方を訪れ、原告の妻に来訪の目的を告げ帳簿等の提示を求めたが、当日
は原告が不在であつたため、これを理由に調査を拒絶され、結局調査の目的を達し
ないまま退去した（第一回臨店調査）。
（二）　Ａ係官は、その後数回にわたり原告と電話で連絡をとり原告の都合を確め
た後、右の第一回臨店調査の二、三日後に再び原告方を訪れ、来訪の目的を話し
て、原告に対し営業関係の帳簿等の提示を求めたが、その際原告の他に民商の事務
局員や会員ら数名が臨席し、原告とともにＡ係官に対し、調査の具体的理由につい



て説明を求め、あるいは「原告は所得税について自主申告しているから調査の必要
はない」旨次々と発言して、同係官の調査を非難したので、これをめぐつて原告ら
と同係官との押し問答がつづいた。またその際、前回の第一回臨店調査に際して、
Ａ係官が原告店舗のカウンター上にあつた売上伝票の一部をメモしたことについ
て、同係官は原告の妻の了解を得ていたとするのに対し、原告らは無断であつたと
して、この点についても議論がなされた。Ａ係官は、議論を打切り調査を行うた
め、原告以外の者の退去を求め、また原告に対し調査に協力するよう求めたが、原
告らは、調査の必要がないとして、これを拒絶したので、同係官は、当日は結局な
んらの実質的な調査を行なうこともできず退去した（第二回臨店調査）。
（三）　その後Ａ係官は、電話で原告の都合を確め面会を約し、Ｄ係官とともに同
年八月下旬ころ原告方を訪れ、原告に対し、調査に応じ帳簿等の提示や質問に答え
るよう求めたが、当日も前回の第二回臨店調査の際と同様に民商会員ら五、六名が
同席し、前回と同様に同係官らの調査を非難し、これをめぐる押し問答に終始し、
実質的な調査は前回同様になんら行なうことができなかつた。なおこのときは、被
告においてすでに原告の取引先である金融機関の調査を行なつていたので、原告ら
は、反面調査には原告の承諾が必要であるとして、この点についてもＡ係官らを難
詰した（第三回臨店調査）。
（四）　以上のように原告方での臨店調査においてなんら実質的な調査を行なうこ
とができず、目的を達することができなかつたので、Ａ係官は、他の調査等によつ
て原告の所得を計算したのであるが、原告自身の帳簿書類等によつてこれを再検討
するため、同年一一月上旬ころ原告方を訪れ、原告に右事情を伝えたうえで帳簿等
の提示を求めたが、原告は、調査の必要がないとして、またこのとき店舗が改築中
であつたことから、これも理由として調査に応ずることを拒み、結局原告からは所
得調査に必要な帳簿書類等の提示はまつたく得られなかつた（第四回臨店調査）。
以上の事実が認められるところ、証人Ｃの証言及び原告本人尋問の結果（第一回）
のうち右認定に反する部分は採用できず、他に右認定を覆すに足る証拠はない。
右認定事実によれば、原告は、被告係官の調査に協力せず、質問に回答することあ
るいは帳簿書類や記録等を提示することを拒絶していたものであつて、被告として
は、原告の所得を実額で把握することが困難であつたといわざるをえない。そして
そうとすれば、原告の収入金額等について、他に実額を把握するに足る資料の存し
ない本件においては、これにつき推計による算出が許される場合であるというべき
である。
もつとも、原告は、被告の調査を拒絶していたものではなく、被告係官が違法不当
な行為をあらためればこれに協力するつもりであつたと主張する（原告の反論
一）。
しかし、原告が被告の調査についてこれを違法不当であるとする事実（請求原因三
３（二）参照）は、後記三３（二）のとおりいずれも当該事実の存否が証拠上明ら
かでないものか、あるいは原告主張の事実を前提としても違法あるいは不当ではな
いものと解され、少なくとも被告の調査を一切拒絶できる正当な理由とは認められ
ないのみならず、原告本人尋問の結果（第一回）によれば、原告は被告の調査が行
なわれた当時その売上を記帳した売上帳を所持しており、第二回ないし第四回の臨
店調査の際に、これを原告において被告係官に提示することは十分に可能な状況に
あつたことが窺われ、さらに弁論の全趣旨によれば、原告は、前記の臨店調査の後
異議申立段階においても、被告に対し帳簿書類等の提示をするなどして調査に協力
することは、一切しなかつたことが認められるから、前記認定事実とこれらの事実
を総合すれば、結局のところ原告は、被告係官の調査に際しては、調査自体を論難
することを主目的として、これに協力することは当初から一切拒絶していたものと
解するのが相当であつて、本件において推計が許されるとする前記結論にかわりは
ないといわなければならない。
２　推計の合理性について
推計による課税処分は合理的なものでなければならないが、合理的であるというた
めには、その採用された推計方法自体に合理性があり、かつ推計の基礎となつた事
実の選択が事案によつて適切であり、しかも右事実が的確に把握されていることを
必要とするものである。
もつとも、推計課税を容認する法の趣旨は、当該推計によつて得られた所得金額
が、真実の金額（実額）に合致するか否かを問わず、これに合致する蓋然性をもつ
て適正な課税標準として是認することにあると解され、また合理的とされる推計方
法は、同一人の同一年分の所得についても論理上必ずしも唯一であるとは限らない



ものである。しかし、合理的とされる推計方法がいくつか存する場合においては、
当該納税者の状況により考えられるもののうち、より合理的なもの、換言すればよ
り実額に合致する蓋然性が高いものが採用されるべきであり、この基準により採用
された推計方法以外のものは、それが当該事案において一応の合理性を有するとし
ても、これを所得の認定にあたつて用いることは許されないと解するのが相当であ
る。
以上の観点に立つて本件を検討するに、被告は、原告の本件係争年分の所得金額を
推計する方法として、収入金額につき、（１）同業者の従業員一人あたりの売上金
額による推計、（２）同業者の雇人費率による推計、（３）原告自身の水道光燃費
による推計の三方法（前二者については、さらに所得率につき、個人の同業者比率
によるか法人の同業者比率によるかにより、それぞれ二通りの推計による所得金額
が得られる。）を主張する。そこで、右各推計の合理性と原告の収入金額等の認定
の当否について検討することとするが、その前に、原告は被告主張の推計方法はそ
れ自体本件においてすべて採用できないと主張するので、まず以下（一）及び
（二）においてこの点につき判断し、しかる後に各推計方法の合理性の検討に入る
こととする。
（一）　課税処分取消訴訟の訴訟物について
原告は、課税処分取消訴訟の審判の対象（訴訟物）は、処分時における当該課税処
分の違法性であるから、被告が本件処分の際とは異なつた課税根拠を主張すること
は許されないと主張する（原告の反論二）。
しかし、課税処分取消訴訟の審判の対象は、当該処分の違法一般であると解される
ところ、手続的な面における違法は別として、当該処分が実体的に違法であるか否
かは、結局のところ、当該処分が認定した課税標準あるいは税額等が、すでに客観
的に発生し、一義的に決定されるべき真実の課税標準あるいは税額等を超えている
か否かによつて決せられるのであつて、個々の課税根拠はその単なる攻撃防禦方法
にすぎないと解されるから、課税庁が処分の適法性を理由づけるため、当該処分の
際その理由としたところと異なる課税根拠を訴訟においても主張することは許され
るものというべきである。
原告は、被告が本件において本件処分それ自体の課税根拠とは別の推計方法をいく
通りも主張するのみで、右課税根拠を明らかにしないとして、右の各推計方法の合
理性について検討するまでもなく本件処分は取消を免れない旨主張するが、右主張
の前提たる原告の見解が採用できないことは以上のとおりであつて、原告の主張は
結局失当というほかない。
（二）　被告主張の推計方法一般の合理性について
原告は、当該事案において合理的とされる推計方法は唯一であるから、被告がいく
通りもの推計方法によりそれぞれ異なる数額を主張すること自体、被告主張の推計
方法がいずれも合理的でないことを物語つていると主張する。
しかし、原告の右主張が必ずしも正当でないことば前示したところから明らかであ
り、要するに本件においては、帰するところ被告主張の各推計方法の合理性を個々
的に判断すれば足りるのであつて、合理的とされる推計方法が複数存在する場合に
は、そのうちより含理的なものを採用すべきであるということになるのである。
３　収入金額の推計について
（一）　同業者の従業員一人あたりの売上金額による推計
一般のクリーニング業では、その営業内容において従業員の労働力が占める比重が
大きく、したがつてまた、経費のうち人件費の占める割合が大きいと解されるか
ら、クリーニング業者の通常の経営形態としては、特段の事情のない限り収入に見
合う従事員数を確保しているものと解される。したがつて、クリーニング業におけ
る収入金額と従事員数には自ら一定の相関関係が通常は存するというべきであつ
て、被告主張の同業者の従業員一人あたりの平均売上金額により収入金額を推計す
る方法は、その方法自体が一般的に合理的でないとはいえず、一応の合理性を有す
るものと解すべきである。
しかし、本件において被告が主張する右推計方法につき、その具体的内容を検討す
ると、右推計方法は、以下（１）ないし（４）のとおり、推計の基礎となる事業や
同業者の選択に適切さを欠くものといわなければならず、結局のところ合理性に乏
しく、あるいはこれにより得られる金額が実額に合致する蓋然性に乏しいものであ
るから、後記のとおり、より合理的な推計方法が存する本件においてはこれを採用
することはできないといわざるをえない。
（１）　クリーニング業において、収入金額と従事員数との間に一定の相関関係が



あるといつても、収入の多寡を決定する要素が従業員数のみにとどまらないことは
もとより当然であつて、立地条件等とならんで、設置されてある機械設備の規模や
内容（種類や型式あるいは新旧の度合）によつてこれが相当に影響されることは当
然に予想されるところであり、したがつて換言すれば、機械設備の内容等の異なる
同業者間において従事員数のみを比較して、単純に収入金額を算出することは相当
でないことになる。このことは、原告本人尋問の結果（第三回）によれば、原告自
身の店舗においても機械設備を更新した後は、従前一〇人程度は必要だつた従業員
が約半数で足りるようになつたことが認められることによつても明らかである。
しかるに、本件においては、いずれも証人Ｅの証言により真正に成立したと認める
乙第一号証、第二号証の一及び五ないし七と同証言によれば、被告が比準に用いた
法人同業者（別表二、四、六参照）の選定については、従事員数のみによる営業規
模に関する原告との類似性が考慮されているほかは、業態についてドライ専業業者
あるいは取扱品目や得意先が特定している業者を対象から除くのみで、機械設備の
種類、内容等に関する原告との類似性には特段の考慮がなされていないことが認め
られ、他に右の点に関する類似性を認めるに足る証拠はないから、結局本件におい
て右の点を考慮せず選定した同業者を比準に用いることは必ずしも適切とはいいが
たいと解すべきである。
（２）　また、一般にクリーニング業の収入の多寡は、従事員の数のみでなく、そ
の能力（熟練度）あるいは分担する仕事内容（たとえば外交を専門とする者がいる
か否か）によつても左右されると解されるところ、従事員一人あたりの平均売上金
額による推計においては、従事員数が多ければ多いほど、従事員間の能力等の差は
捨象され平均化され、推計による結果と実額との誤差の割合が小さくなるといいう
るのであるが、反対に従事員の数が少なくなればなるほど、その差は無視しえなく
なり、その能力等の差による修正を加えた後でなければ推計による結果が実額に合
致する蓋然は乏しくなることを否定できないというべきである。
もつとも、被告は、小規模なクリーニング業においては、多くの専門的能力ないし
技術を要しないから、従事員の質によつては作業量に大きな開差を生じないと主張
するが、特にクリーニングの作業工程においてはそのように解すべき根拠はなく、
またその点に関する立証もないのみならず、経験則に照らしても前示のとおり解す
べきであるといわなければならない。
この点を本件についてみると、被告が比準に用いた法人同業者の従事員数は、被告
の主張によつてもごく一部の例外を除きほとんどが七人以下、しかもその大半は五
人または六人であつて（別表二、四、六参照）、業界全体に占める位置は別として
も、かなり小規模であることは否めないところである。そうとすれば、従事員の能
力差による修正を加えない（このことは被告の主張自体から明らかである。）単純
な従事員数の比較に基づく被告主張の推計方法は、この点においてもその基礎とな
る事実の選択において必ずしも適切ではないものといわざるをえない。
（３）　さらに被告の主張を前提として、単純な従事員数の比較により原告の収入
金額を推計するとしても、前記のような小規模な比準同業者においては、代表者や
その妻などの家族労働力も当然無視しえないというべきであり、売上金額と相関関
係を有する従事員数に家族労働力を含めないことは相当とは解されない。
しかるに、本件においては、前記乙第一号証、第二号証の一及び五ないし七と証人
Ｅの証言によれば、被告主張の比準法人同業者の従事員数には、代表者とその妻及
び営業に従事しない役員を除いていることが認められ、営業に従事していない役員
を除外することは正当としても、代表者とその妻を営業に従事しているか否か（あ
るいは関与の形態）を問わず一律に除外している点で、必ずしも適切とはいいがた
い。もつとも、被告は、本件の推計にあたつて、原告の従事員数からも、原告自身
とその妻を除外していることが、その主張自体から明らかであるが、これによつて
も、原告と同業者との従事員数の相対的な比較割合は、双方とも家族労働力を考慮
した場合とは異なることが算式上明らかであつて、前記結論に影響しないというべ
きである。
なお付言するに、原告は、被告主張の各同業者の従事員数に、代表者とその妻の二
名を加えた数により推計すべきものと主張する（原告の反論四５）が、各同業者の
営業の実態（ただし、本件においてはその資料はなんら存しない。）を検討するこ
となく、一律に右のような操作を加えることは必ずしも適当とはいえない。
（４）　以上に加え、さらに被告の主張それ自体に基づき検討しても、被告が選定
した比準法人同業者は、従事員数による規模の類似性を原告との間に求めたにすぎ
ないこと前示のとおりであつて、他の営業条件等の類似性は本件では明らかでない



のみならず、被告の主張によれば、原告の本件係争年分の従事員数は八・五人ない
し一〇人であるのに対し、右同業者の従事員数は、別表二、四、六によれば、五人
ないし七人のものが昭和三七年分では五軒のうち四軒、昭和三八年分では八軒のう
ち六軒、昭和三九年分では九軒のうち八軒をも占めているのであつて、しかもその
うち昭和三八年分と昭和三九年分では一軒を除きすべてが六人または五人であるか
ら、このように原告より相当に小規模な法人同業者が多くを占める比準者の平均値
により、原告の収入金額を推計することの相当性は、かなり疑問であるといわざる
をえない。
なお、ちなみに被告主張の法人同業者の売上金額と従事員数（別表二、四、六）か
ら、各同業者の従事員一人あたりの売上金額の最大値と最小値を試算してみると、
昭和三八年分において、「エ」法人の九七四、〇〇〇円と「ク」法人の五九〇、六
六六円の開差があり、また昭和三九年分においても「ニ」法人の一、一〇八、六六
六円と「チ」法人の六六五、四〇〇円の開差があり、以上の開差は相当に大きいも
のといわなければならず、このことは比準同業者にあたつてかなり条件の異なつた
ものが選定されていることを推認させるものであつて、被告主張の推計の基礎とな
る事実の選択が適切とはいいがたいことは、この点からも明らかというべきであ
る。
（二）　同業者の雇人費率による推計
被告は、原告の雇人費の実額（ただし昭和三七年分は昭和三六年分と昭和三八年分
の平均による。）と別表一一ないし一三の法人同業者（それぞれ別表二、四、六の
法人に同じ。）の平均雇人費率により、原告の収入金額を推計すべきものと主張す
る。
しかし、右の比率に用いた法人同業者は、その営業形態における原告との類似性に
ついて問題があり、必ずしも適切であるとは解されないこと前記（一）のとおりで
あるにとどまらず、被告主張の右推計方法は、以下に述べるとおりそれ自体合理的
であるとは認められず、本件に採用するに由ないものといわなければならない。
すなわち、雇人費は、税務上納税者の個別事情の反映するいわゆる特別経費とし
て、収入金額から一般経費を控除した残額から、あらためて個別的具体的にこれを
算定して控除する取扱いがなされており、もともと収入金額に比例しがたい要素、
たとえば家族労働力の構成状況、従業員の雇用条件、熟練度等の特殊な要素を有す
る支出項目であるとされている。しかも原告本人尋問の結果（第三回）によれば、
クリーニング業界においては、従業員が短期間に異動する傾向が強く、また従業員
のうちいわゆるパートやアルバイトの占める割合が比較的大きいことが窺われ、従
業員の熟練度等についての構成が一定せず変化する傾向が大きいものと推認される
から、その結果、収入金額の変動に対応せずに雇人費のみが独自に変動することが
通常めずらしくないと解されるのである。
そうとすれば、雇人費は、相当に大規模な企業を除き、せいぜい原告程度の業者に
あつては、営業内容その他につき諸条件の類似性がきわめて強くない限り収入金額
と比例関係にあるとは考えられず、しかも個々の納税者の特殊事情を反映する性質
の経費であるから、同業者の雇人費率を適用して、これとは別の納税者の収入金額
あるいは雇人費を推計することは、合理的でないというべきである。
被告は、被告主張の同業者の平塩雇人費率が本件係争年分の各年分とも近似してい
るとして、右推計方法が合理的であると主張するが、多数の同業者の加重平均値を
とれば、業界全体に占める雇入費率として、自ら一定の数値に落ち着くことは統計
処理上当然に予想できることであつて、このことをもつて個々の業者の雇人費率
も、毎年一定に落ち着き、あるいは右平均雇人費率に近似するという蓋然性が保証
されることにはならないこともまた、当然である。したがつて、結局のところ被告
の主張は理由がないといわざるをえない。
ちなみに、別表一一ないし一三により、被告主張の各法人同業者の個別的な雇人費
率（ただし、代表者等の給料控除後の雇人費の売上金額に占める割合をいう。）を
試算してみると次表のとおりとなり、その最大値と最小値についてみると、昭和三
七年分では「ｂ」法人の三一・二三％と「ｅ」法人の二四・九二％の開差があり、
また昭和三八年分では「ア」法人の三五・五一％と「エ」法人の二〇・一二％の開
差があり、さらに昭和三九年分でも「リ」法人の四〇・九八％と「チ」法人の一
七・七三％の開差が存するのであつて、以上の開差は、特に昭和三八年分と昭和三
九年分において僅少ということができないのみならず、各年分相互間においても無
視しえないものといわなければならない。したがつて、右のような開差の存在を捨
象し、その加重平均による平均雇人費率により、原告の収入金額を推計することが



合理的とはいえないことは、この点からも明らかというべきである。
（三）　原告自身の水道光熱費による推計
（１）　被告は、原告の基準年分（昭和四一年分）の水道光熱費が収入金額に占め
る割合（水道光熱費の料金一単位あたりの収入金額）去本件係争年分の実額による
水道光熱費（ただし昭和三七年分は昭和三六年分と昭和三八年分の平均による。）
から、原告の本件係争年分の収入金額を推計すべきものと主張する。
ところで、クリーニング業における収入金額は、設置してある機械設備、取扱品目
その他の営業内容に関する諸条件が一定であれば、電力、水道及びガスの使用量に
概ね比例するということができることは経験則上明らかであり、収入金額に占める
水道光熱費（電力、水道及びガスの各料金の合計をいう。以下同じ）の割合は、自
ら一定の線に落ち着くものと解される。そして、本人の過年分ないしは後年分を基
準年分としてその収入金額と水道光熱費の割合により、本人の係争年分の収入金額
を推計する場合には、基準年分と係争年分との間に、機械設備等の変更がなされた
などの特段の事由が存しない限り、営業内容に関する諸条件はその間変化がないと
推定されるから、水道光熱費による右推計方法は、この場合により一層合理的であ
ると解すべきである。
そこで、本件において、右推計方法の合理性を覆すような特段の事情が原告におい
て存したか否かの点につき検討するに、原告は、その基準年分たる昭和四一年に
は、従前のボイラーの使用をやめ重油を燃料とするボイラーに設備を更新したもの
であり、本件係争年分とは業態を異にしていると主張する。
しかし、原告本人尋問の結果（第三回）によれば、原告は、その営業形態を法人組
織にした後昭和四三、四年ころから順次機械設備を更新し、重油を燃料とするボイ
ラーもそのころ更新したものであることが認められ、この事実によれば、原告の基
準年分（昭和四一年）と本件係争年分の間には、ボイラーを含め原告の機械設備に
大きな変化はなかつたと認められ、さらにその他本件全証拠によるも、右の期間中
に、原告の営業内容に関する諸条件について、前記推計方法によることを不合理な
らしめるほどの変化があつたとは認められない。
したがつて、以上によれば被告主張の水道光熱費による推計方法は、本件に適切か
つ合理的なものというべく、前二者の推計方法に比べても、本件ではこれを採用す
べきであるといわなければならない。
（２）　そこで被告主張の右推計方法により、原告の本件係争年分の収入金額を算
出すると、次のとおりとなる。
（イ）　いずれも成立に争いのない乙第一四号証、第一五号証の一、二と弁論の全
趣旨によれば、原告はその昭和四一年分（基準年分）の所得税の確定申告に際し
て、収入金額を七、一八二、三五六円、水道光熱費を二五六、三八四円として申告
していることが認められ、これによれば原告の基準年分の水道光熱費一単位（一
円）あたりの収入金額は、次の算式のとおり二八・〇一円と計算される。
七、一八二、三五六円÷二五六、三八四円＝二八・〇一円
（ロ）　次に原告の本件係争年分の水道光熱費についてみるに、証人Ａ（第二回）
及び同Ｆの各証言により真正に成立したと認める乙第一六号証と右各証言によれ
ば、被告係官Ａが電力会社及び水道局の各営業所の係員から原告の本件係争年分の
電気料（電力使用料と電灯使用料を合算したもの。）と水道料を調査したところ、
昭和三七年分についてはいずれもすでに資料が存しなかつたが、昭和三八年分につ
いては電気料一八八、六九八円、水道料五八、一〇三円、昭和三九年分については
電気料一九〇、五四〇円、水道料五九、八〇六円の結果が得られたことが認められ
る。また証人Ｇの証言により真正に成立したと認める乙第一七号証と同証言によれ
ば、被告係官Ｇがガス会社の営業所において原告の本件係争年分のガス料金を調査
したところ、昭和三七年分についてはすでに資料が存しなかつたが、昭和三八年分
については合計一八、九三七円、昭和三九年分については合計二六、二八七円の結
果が得られたことが認められる。
以上によれば、原告の本件係争年分の水道光熱費は、右各料金を合計し、次の算式
のとおり、昭和三八年分については二六五、七三八円、昭和三九年分については二
七六、六三三円と計算される。
（昭和三八年分）
一八八、六九八円＋五八、一〇三円＋一八、九三七円＝二六五、七三八円
（昭和三九年分）
一九〇、五四〇円＋五九、八〇六円＋二六、二八七円＝二七六、六三三円
ところで、原告の昭和三七年分の水道光熱費については、以上のように直接の資料



が得られなかつたものであるが、証人Ｈの証言により真正に成立したと認める乙第
二一号証と同証言によれば、原告は、昭和三六年分の所得税の確定申告に際して、
申告書に添付した書類において、同年分の水道光熱費を二〇七、九三五円としてい
ることが認められるところ、他に昭和三七年分の水道光熱費を的確に把握する資料
の存しない本件においては、これを右の昭和三六年分の金額と、前記で得られた昭
和三八年分の金額の平均により算出することは、合理的であつて相当というべきで
ある。そうとすれば、原告の昭和三七年分の水道光熱費は、次の算式のとおり二三
六、八三六円と計算される。
（昭和三七年分）
（二〇七、九三五円＋二六五、七三八円）÷二＝二三六、八三六円（小数点以下切
捨）
（ハ）　前記（ロ）で得られた原告の本件係争年分の水道光熱費は、基準年分の水
道光熱費と異なり、営業に関して使用した経費に属するものばかりでなく、家事関
連分も含まれていると解されるから、収入金額を推計するについてはその分を控除
することが必要である。
しかし本件においては、原告の家事関連分の水道光熱費の実額を把握するに足る資
料はなんら存しないから、これを被告主張のように総理府統計局の家計調査年報等
による東京都の全世帯平均の額によつて代置させることはやむをえないものとして
相当であると解すべきである。しかるところ、東京都の全世帯平均の各金額につ
き、成立に争いのない乙第一八号証の一ないし三によれば、昭和三七年分の水道料
は二、四〇六円、電気代は一〇、八四一円、ガス代は一〇、二九九円（合計二三、
五四六円）であることが認められ、また成立に争いのない乙第一九号証の一ないし
三によれば、同様に、昭和三八年分の水道料は二、三六二円、電気・ガス代は二
二、九五一円（合計二五、三一三円）であることが認められ、さらに成立に争いの
ない乙第二〇号証の一ないし三によれば、同様に、昭和三九年分の水道料は二、四
三六円、電気・ガス代には二五、二〇六円（合計二七、六四二円）であることが認
められるから、これらの金額を前記（ロ）で得られた水道光熱費から控除して、原
告の事業専用部分の水道光熱費を算出すると次の算式のとおり昭和三七年分は二一
三、二九〇円、昭和三八年分は二四〇、四二五円、昭和三九年分は二四八、九九一
円と算出される。
（昭和三七年分）
二三六、八三六円－二三、五四六円＝二一三、二九〇円
（昭和三八年分）
二六五、七三八円－二五、三一三円＝二四〇、四二五円
（昭和三九年分）
二七六、六三三円－二七、六四二円＝二四八、九九一円
（二）　原告の本件係争年分の収入金額
以上に基づき、原告の本件係争年分の収入金額を計算すると、前記（イ）で得られ
た原告の基準年分の水道光熱費一単位（一円）あたりの収入金額に、前記（ハ）で
得られた原告の本件係争年分の事業専用部分の水道光熱費を乗じて、次のとおり算
出される。
（昭和三七年分）　五、九七四、二五二円
二八・〇一円×二一三、二九〇円＝五、九七四、二五二円
（昭和三八年分）　六、七三四、三〇四円
二八・〇一円×二四〇、四二五円＝六、七三四、三〇四円
（昭和三九年分）　六、九七四、二三七円
二八・〇一円×二四八、九九一円＝六、九七四、二三七円
（ホ）　なお、付言するに、原告の収入金額についての右推計方法においては、厳
格にいえば基準年分たる昭和四一年と本件係争年分の間の物価変動を考慮しなけれ
ばならないのであるが、成立に争いのない乙第二四号証の一ないし五と弁論の全趣
旨によれば、右の期間の水道光熱費あるいは洗濯料金の変動等は、ほとんど問題と
するに足りない程度であり、これを考慮しなくても少なくとも原告にとつて格別に
不利にならないことは、被告主張（被告の再反論五２）のとおりであると認められ
（なお、後記認定の原告の正当な総所得金額参照）、被告の右主張の趣旨に照らし
ても、本件においては右の期間の物価変動をまつたく考慮しない数額によつて、原
告の所得金額等を認定するのが相当というべきである。
４　収入金額から控除されるべき必要経費その他について
（一）　一般経費等の控除（特別経費控除前所得）



原告の本件係争年分の収入金額の推計は、前記のとおり、水道光熱費が収入金額に
占める割合を基準年分と比較する方法によつたものであるから、本件係争年分の所
得計算にあたつて収入金額から控除されるべき原価及び一般経費を控除した後の額
（特別経費控除前所得）についても、基準年分の特別経費控除前所得と収入金額の
割合に基づき、本件係争年分の収入金額から推計するのが首尾一貫するし、また控
除される一般経費等の性質からして、右推計方法が合理的であることも明らかであ
る。
したがつて、右推計方法により、原告の本件係争年分の特別経費控除前所得を計算
するに、前掲乙第一四号証、第一五号証の一、二によれば、原告の基準年分の特別
経費控除前所得は四、四七一、九六五円であると認められるから、これを前認定の
基準年分の収入金額七、一八二、三五六円で除して、原告の基準年分の特別経費控
除前所得率を計算すると、次のとおり六二・二六％となる。
四、四七一、九六五円÷七、一八二、三五六円×一〇〇＝六二・二六％
そこで、右で得られた所得率を前記３（三）（２）で得られた原告の本件係争年分
の収入金額に乗ずると、
原告の特別経費控除前所得は次のとおり算出される。
（昭和三七年分）　三、七一九、五六九円
五、九七四、二五二円×六二、二六％＝三、七一九、五六九円
（昭和三八年分）　四、一九二、七七七円
六、七三西、三〇四円×六二・二六％＝四、一九二、七七七円
（昭和三九年分）　四、三四二、一五九円
六、九七四、二三七円×六二、二六％＝四、三四二、一五九円
（二）　雇人費
証人Ａの証言第二回により真正に成立したと認める乙第二二、二三号証と同証言に
よれば、原告は、昭和三八年分の所得税の確定申告において、同年分の雇人費を
二、一九三、八六五円として申告し、また昭和三九年分の確定申告においては同年
分の雇人費を二、〇四八、一九五円として申告していることが認められるところ、
本件のように収入金額あるいは特別経費控除前所得を推計によつて算出した場合で
あつても、特別経費の一部につき申告に基づく実額を認容することは、もとより許
されることであつて、原告の右各年分の雇人費は、右のとおりと認められる。
また、昭和三七年分の雇人費については、その実額を把握するに足る資料は本件に
おいて存しないところ、前掲乙第二一号証と証人Ｈの証言及び弁論の全趣旨によれ
ば、原告は昭和三六年分の雇人費を一、六八四、一三五円（乙第二一号証記載の雇
人費一、六八八、四七五円には結婚祝金等として四、三四〇円が含まれていること
が認められるから、これを控除した後の金額をいう。）として被告に申告している
ことが認められるから、この昭和三六年分の雇人費と前記の昭和三八年分の雇人費
の平均額をもつて昭和三七年分の雇人費の額とすることは、他にとりうる手段が見
出せない以上まことにやむをえないものとして相当としなければならない。そうと
すると、昭和三七年分の原告の雇人費は、次のとおり一、九三九、〇〇〇円と算出
される。
（一、六八四、一三五円十二、一九三、八六五円）÷二＝一、九三九、〇〇〇円
以上をまとめると、原告の本件係争年分の雇人費は次のとおりとなる。
昭和三七年分　一、九三九、〇〇〇円
昭和三八年分　二、一九三、八六五円
昭和三九年分　二、〇四八、一九五円
（三）　支払利子
原告が本件係争年分において支払つた借入金利子の金額が、昭和三七年分において
は合計六二、〇四五円、昭和三八年分については合計一一三、八一三円、
昭和三九年分については合計七〇、一〇一円であることは、すべて当事者間に争い
がない。したがつて、本件係争年分の経費に算入されるべき借入金利子の金額は、
右各年分において右のとおりということになる。
（四）　地代
弁論の全趣旨によれば、原告は、本件係争年分の各年分ごとに地代五二、〇〇〇円
を支払つたこと、また右地代の対象となる土地のうち、原告の事業専用部分はその
六〇％であつたことが認められ、したがつて原告の経費として算入されるべき地代
の額は、次の算式により、各年分につき三一、二〇〇円ということになる。
五二、〇〇〇円×六〇％＝三一、二〇〇円
（五）　弁償金



基準年分において弁償金が収入金額に占める割合（弁償金率）に基づき、本件係争
年分の収入金額から弁償金の額を推計することは、他に適切な資料の存しない本件
においては合理的というべきところ、前掲乙第一四号証によれば、原告の基準年分
の弁償金の額は、九六、六八〇円であると認められる。したがつて、右金額を前認
定の基準年分の収入金額七、一八二、三五六円で除して弁償金率を求めると次のと
おり、一・三四％と計算される。
九六、六八〇円÷七、一八二、三五六円×一〇〇＝一・三四％
そこでこの弁償金率を前記３（三）（２）で得られた本年係争年分の収入金額に乗
じて、原告の本件係争年分の弁償金の額を算出すると、次のとおりとなる。
（昭和三七年分）　八〇、〇五四円
五、九七四、二五二円×一・三四％＝八〇、〇五四円
（昭和三八年分）　九〇、二三九円
六、七三四、三〇四円×一・三四％＝九〇、二三九円
（昭和三九年分）　九三、四五四円
六、九七四、二三七円×一・三四％＝九三、四五四円
（六）　建物減価償却費
原告本人尋問の結果（第一、第二回）によれば、原告は本件係争年分の後である昭
和四〇年秋ころに店舗を改築したことが認められるところ、前掲乙第二一号証によ
れば、原告は昭和三六年分減価償却費全体として三〇八、七七〇円を被告に対し申
告していることが認められるから、本件係争年分の特別経費に算入される建物減価
償却費は右申告額を基準に考えられるべきであるということになる。しかし、右申
告の額に占める建物減価償却費の金額が必ずしも明らかでない本件においては、基
準年分の全体の減価償却費に占める建物減価償却費の割合を、
前記申告にかかる金額に乗じてこれを推計するのが相当というべきである。
そして、前掲乙第一四号証によれば、原告の基準年分の減価償却費は、建物につい
ては五四、四三八円、建物以外については六八八、一八七円であると認められるか
ら、基準年分において建物減価償却費が全体の減価償却費に占める割合は、次のと
おり七・三三％と計算される。
五四、四三八円÷（五四、四三八円＋六八八、一八七円）×一〇〇＝七・三三％
そこで、前記の昭和三六年分の減価償却費の申告額に右の割合を乗じて、本件係争
年分の各年分の建物減価償却費を計算すると、次のとおり二二、六三二円と算出さ
れる。
三〇八、七七〇円×七・三三％＝二二、六三二円
（５）　事業専従者控除
弁論の全趣旨によれば、本件係争年分のうち昭和三九年分については、原告の妻が
事業専従者に該当したものと認められるところ、同人の同年分の事業専従者控除額
は、昭和三九年法律第二〇号による改正後の旧所得税法（昭和二二年法律第二七
号）一一条の二第三項（ただし前記改正法附則三条の規定により読み替えた後のも
の。）によれば八六、三〇〇円であると認められる。
５　結語
（一）　以上を要約すると、本件において合理的な推計方法等により算出された原
告の本件係争年分の収入金額、特別経費控除前所得、雇人費その他の経費等は、結
局のところ、昭和三七年分については別表一四、昭和三八年分については別表一
五、昭和三九年分については別表一六のとおりとなり、これにより当裁判所が認定
した原告の本件係争年分の正当な総所得金額を本件処分において認定された総所得
金額（ただし昭和三九年分については審査裁決により一部取消された後のもの。）
と対比して示せば、次表のとおりとなる。
そして、右の表から明らかな如く、原告の本件係争年分の正当な総所得金額は、昭
和三七年分においては本件処分の認定額を上まわつているが、昭和三八年分及び昭
和三九年分においてはいずれも本件処分の認定額を下まわつていることになり、本
件処分は、昭和三七年分については適法であるが、昭和三八年分及び昭和三九年分
について、原告の所得を右の限度において過大に認定した違法があるというべく、
その限度において取消を免れないといわなければならない。
（二）　なお、原告は、推計により得られた所得金額が更正処分の認定額を下まわ
るときは、更正処分の全部について取消されなければならないと主張する（原告の
反論六）が、推計方法自体に合理性がないならばともかく、本件のように合理的な
推計方法が採用され、これによつて算出された所得金額が更正処分の認定額を下ま
わつた場合は、その限度において更正処分の一部を取消せば足りるのであつて、そ



の全部を取消すべき根拠はなんら存しない。
原告の主張は、その前提において本件に適切でなく失当といわなければならない。
三　原告主張の本件処分のその他の違法事由について
次に、原告主張の本件処分についてのその他の違法事由（請求原因三１ないし３）
の存否につき判断する。
１　請求原因三１の違法事由について
原告は、本件処分は原告の民商加入を理由に、民商の組織破壊を目的としてなされ
たものであつて、憲法一四条、二一条等に反するものであると主張する。
成立に争いのない甲第二号証の一ないし三、証人Ｃの証言及び原告本人尋問の結果
（第一回）を総合すると、民商は中番商工業者の営業に関し、会員に対する営業、
税務、法律相談等の事業を行なう団体であり、昭和三七年ころまでは税務署当局と
も一定の協調関係を保つていたものであるが、昭和三九年ころから会員の確定申告
や税務職員の調査に際し、税務署当局としばしば対立するようになり、双方に軌轢
を生ずるようになつたこと、原告は昭和二六、七年ころ荒川民商に加入したが、そ
の後本件の調査が行なわれた当時も荒川民商に関しほぼ同じような状況が続いてい
たことが認められ、さらに右各証拠によれば、荒川税務署には、昭和四〇年当時、
所得税関係の部課に民商その他の団体を分担する係が設けられていたことが窺われ
るけれども、しかし、そうであるからといつて、本件処分が原告の民商加入を理由
とし、民商の組織破壊を目的とするものであるとまでは、到底いうことができない
のであつて、本件においては全証拠によるも原告主張の事実を認めることはできな
い。
のみならず、証人Ａの証言（第一回）によれば、本件処分の前提となつた調査の端
緒は、原告の本件係争年分の確定申告による所得金額が、同規模の同業者に比較し
過少であると判断されたことにあると認められるのであつて、原告の主張は、結局
いずれにしても採用することができないというべきである。
２　請求原因三２の違法事由について
原告は、本件処分は調査に基づかないでなされたものであつて、違法であると主張
する。
しかし、証人Ａの証言（第一、二回）によれば、被告係官は、本件係争年分の原告
の所得に関し、原告の店舗への臨店調査のほか、取引金融機関五、六店の調査その
他の調査を行ない、その結果に基づき原告の所得を資産負債増減法により算出し
て、被告により本件処分を行なつたことが認められるのであつて、本件処分をする
についての法定の要件は満たしているということができ、本件処分が調査に基づか
ず、根拠なしに行なわれたものであるとする非難はあたらないというべきである。
原告の主張は、この点についても失当といわなければならない。
３　請求原因三３の違法事由について
（一）　原告は、本件の調査が行なわれた当時原告は所得税法二三条にいわゆる納
税義務ある者等に該当せず、原告について調査をする必要はなかつたと主張する。
しかし、同条一項一号にいう「納税義務ある者」とは、法定の課税要件が満たされ
て客観的に納税義務を負担しながら未納付の者、または当該課税年が開始して課税
の基礎となるべき収入の発生があることにより、その年分の所得税の納付義務を将
来負担するに至るべき者をいい、同じく「納税義務があると認められる者」とは、
権限を有する税務職員の判断によつて、右の意味における納税義務があるものと合
理的に推認される者をいうと解されるから、前記１で認定した本件調査の端緒とな
つた事実に照らせば、原告が右規定の「納税義務があると認められる者」に該当す
ることは明らかであつて、したがつてまた調査の必要があつたことも当然に認めら
れるのであつて、原告の主張は失当というほかない。
（二）　原告は、被告係官が行なつた調査は違法あるいは不当であると主張する。
しかし、原告主張の事実のうち、被告係官が原告の伝票類を無断でメモしたこと、
あるいは身分証明書を携帯しなかつたことについては、証人Ｂの証言（第一、二
回）及び原告本人尋問の結果（第一、二回）中には、一都右事実に沿うような部分
もある（ただし、右証拠によつても、被告係官は伝票類のメモを原告の妻の申し出
により直ちに中止しており、また身分証明書を携帯しなかつたのは一回のみであ
る。）が、証人Ａ（第一回）及び同Ｄの各証言に照らして、必ずしも証拠上明白と
はいいがたいのみならず、仮に右事実を認めるとしても、前記二１認定の本件調査
の経緯に徴すれば、右事実は、本件の調査全体をすべて違法とし本件処分をも違法
とするほどの事由とは到底解されないのであつて、原告の主張は結論において失当
というべきである。



また、原告は、被告係官の調査は、原告の店舗が改築中などで原告がこれに応じら
れないときに行なわれたと主張するが、原告の右主張に沿う証人Ｂの証言（第一、
二回）及び原告本人尋問の結果（第一、二回）は、いずれも成立に争いのない甲第
三号証の五、乙第六号証の一、二と証人Ａ（第一回）、同Ｄの各証言に照らして採
用できず、かえつて右証拠によれば、少なくとも前示二１認定の第三回臨店調査の
ときまでは、店舗の改築あるいはその準備のために原告が調査に応じられない状況
にあつたとは認められない（成立に争いのない甲第三号証の一ないし四もこの認定
の妨げとならない。）し、第四回臨店調査の際も、改築中であつたことは前示のと
おりであるとしても、調査にまつたく応じられないほどの状況であつたとまでは認
めがたいというべきであつて、結局この点に関する原告の主張も失当である。
さらに原告は、被告係官が調査の理由を開示せず、また原告の承諾を得ないで反面
調査を行なつたことは、いずれも違法であると主張するが、調査にあたつてその理
由を一律に明らかにすべきとする法令上の根拠はなく、また反面調査を行なうに際
し本人の承諾を得ることなどの要件を定めた規定も存しないから、原告の主張はそ
の前提においてすでに失当であるといわざるをえない。
四　結論
以上の次第であつて、本件処分のうち、昭和三八年分のものについて、原告の総所
得金額一、七四一、〇二八円を基礎として算出される各税額を超える部分、及び昭
和三九年分のものについて、原告の総所得金額一、九九〇、二七七円を基礎として
算出される各税額を超える部分については、いずれも原告の所得を過大に認定した
違法があり、本件処分の取消を求める原告の本訴請求は、右の限度において理由が
あることに帰するからこれを認容し、本件処分のその余の部分（昭和三七年分につ
いての全部と、昭和三八年分及び昭和三九年分についてそれぞれ前記各総所得金額
を基礎として算出される各税額の範囲内の部分）は、すべて適法であり、その取消
を求める原告の本訴請求は失当であるから、右の部分につき原告の請求を棄却する
こととし、訴訟費用の負担につき、行政事件訴訟法七条、民事訴訟法八九条、九二
条を適用して、主文のとおり判決する。
（裁判官　内藤正久　山下　薫　三輪和雄）


